


※表示単位未満で四捨五入しているため、合計額や割合が一致しない箇所がある。

Ⅰ 予算編成の基本的な考え方

Ⅱ 当初予算の規模

Ⅲ 重点項目

Ⅳ 主な事業

Ⅴ 歳入の状況（一般会計）

Ⅵ 歳出の状況（一般会計）

Ⅶ みやぎ財政運営戦略（第３期）の取組状況

Ⅷ 計数資料

Ⅸ 主要項目

Ⅹ 提出予定議案一覧
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H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

一般会計 256 15,432 10,797 8,189 5,907 5,733 4,920 3,836 2,823 2,931 2,037 525 274 248 177

総会計 301 16,114 11,387 8,449 5,924 5,744 5,102 3,865 2,867 2,975 2,066 553 301 278 221

※平成22年度から令和4年度は最終現計予算額、令和5年度は12月補正予算(第4号)後現計予算額、平成22年度以降の震災対応予算の累計は6兆6,147億円（総会計）
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自主財源

6,584 

(64.3%)

依存財源

3,654 

(35.7%)

県税

3,206 

(31.3%)

諸収入

1,436 

(14.0%)
地方消費税清算金

1,159 

(11.3%)

繰入金

608 

(5.9%)
使用料及び手数料

124 

(1.2%)

その他

52 

(0.5%)

国庫支出金

884 

(8.6%)

地方交付税

1,578 

(15.4%)

県債

685 

(6.7%)

その他

508 

(5.0%)

一般会計

歳入総額

10,238

(100.0%)

義務的経費

3,712 

(36.3%)

投資的経費

1,240 

(12.1%)

その他の経費

5,286 

(51.6%)

人件費

2,133 

(20.8%)

公債費

1,077 

(10.5%)

扶助費

503 

(4.9%)

普通建設事業費

1,165 

(11.4%)

災害復旧事業費

75 

(0.7%)

補助費等

3,110 

(30.4%)

貸付金

1,335 

(13.0%)

物件費

446 

(4.4%)

その他

395 

(3.9%)

（単位：億円）

一般会計

歳出総額

10,238

(100.0%)
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（単位：億円）

総務費

489 

総務費

506 

民生費

1,457 

民生費

1,475 

衛生費

1,257 

衛生費

367 
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467 

商工費
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商工費

1,532 

土木費
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土木費
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警察費
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警察費
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教育費

1,759 

教育費

1,837 

公債費

1,089 

公債費

1,082 

諸支出金

1,540 

諸支出金

1,662 
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141 
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そ
の
他

(16.3%)(13.5%) (13.4%)(11.6%) (5.4%) (5.1%)(4.3%) (14.3%)(10.1%) (1.5%)

農林
水産
業費

(4.5%)

そ
の
他

農林
水産
業費

(17.9%)(14.4%) (15.0%)(3.6%) (5.8%) (5.6%)(4.6%) (16.2%)(10.6%) (1.4%)
(4.9%)

10,238
(100.0%)

10,792
(100.0%)
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○みやぎ地域復興支援費８３,０００（101,000） 復興支援・伝承課
コミュニティ支援や心の復興など被災者が安心して生活できる環境

確保を行うＮＰＯ等への助成

○地域コミュニティ再生支援費１７６,０００（219,300） 復興支援・伝承課
地域コミュニティの再生に向けた活動を行う住民団体への支援

○地域コミュニティ活性化支援費２１,４００（18,000） 復興支援・伝承課
地域のコミュニティ活動に参画する学生団体等への支援

○ＮＰＯ等の絆力を活かした震災復興支援費９４,８００（98,500）
共同参画社会推進課

復興の進展に伴う課題に対応した切れ目のない支援による被災者の
心の復興の促進

○被災地域福祉推進費３０３,７２１（406,259） 社会福祉課
被災者への相談支援や孤立防止のための見守り活動等への助成

○心のケアセンター運営費２１８,４７６（223,334） 精神保健推進室
被災者の心の問題への対応拠点となる心のケアセンターの運営等

○被災児童生徒等就学支援費２２４,５３１（277,086）
私学・公益法人課、義務教育課、高校財務・就学支援室

学用品費など被災した児童生徒の就学に向けた支援

○緊急スクールカウンセラー等派遣費８０７,８２１（775,118）
義務教育課、高校教育課ほか

公立学校等へのスクールカウンセラー派遣等

○私立高等学校生徒支援体制整備促進費３０,０００（50,000）
私学・公益法人課

学校生活に困難を抱えている生徒の居場所の確保などを行う私立高校設置者への
支援

○みやぎ子どもの心のケアハウス運営支援費２０４,１８３（259,595）
義務教育課

学校生活に困難を抱えている児童生徒の社会的自立等を目的とした
市町村への体制整備支援

○中小企業等復旧・復興支援費５１３,３３６（2,397,170） 企業復興支援室
中小企業グループ等の復興事業計画に基づく生産施設等の復旧への助成

○中小企業経営安定資金等貸付金（震災対応分）
７,９６２,０００[１３,０００] （8,875,000） 商工金融課

被災中小企業の資金需要に対応した安定的な資金調達を支援

○緊急雇用創出事業臨時特例基金事業費
２７０,５９７[２０６,０００] （301,875） 雇用対策課

被災求職者の安定的な雇用の創出等

○輸出基幹品目販路開拓費３２,６１８（22,618） 国際ビジネス推進室
県産ホヤ・カキの海外販路拡大支援や処理水海洋放出による禁輸措置への代替

市場開拓

○水産物販路開拓費７０,０００（132,585） 水産業振興課
県産水産物・水産加工品の国内販路拡大に向けた取組への支援等

○漁船等導入支援費１６４,０００（163,000） 水産業振興課
若手漁業者による漁船等のリース導入を支援

被災地の復興完了に向けたきめ細かなサポート１ 単位:千円、［ ］:債務負担行為、（ ）:令和5年度当初予算額

拡充
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○漁船漁業復興推進費３１０,０００（206,000） 水産業振興課
新たな操業体制への転換に必要な漁業設備等の導入を支援

○食の安全確保対策費２８３,５３４（318,383） 林業振興課、畜産課ほか
農林水産物や粗飼料等の放射性物質検査の実施

○東日本大震災被災地情報発信費２６,７００（26,400） 復興支援・伝承課
震災の記憶の風化防止と教訓の伝承に向けた国内外への情報発信

○震災伝承連携促進費１７,１８５（16,000） 復興支援・伝承課
震災の記憶の風化防止と教訓の伝承に向けた活動を行う伝承団

体への支援

○大規模地震フォローアップ事業費３７,４００防災推進課
第五次地震被害想定調査結果を踏まえた地震・津波対策の普及促進

○広域防災拠点整備費５０４,０００（252,000） 都市計画課
宮城野原地区における広域防災拠点整備のための公共補償等

新規
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○半導体人材育成・産学連携推進費４９,３００新産業振興課
県内半導体関連産業の人材育成・創出や産学連携に向けた取組推進

○放射光施設利用促進費７０,０００（27,600） 新産業振興課
県内中小企業の次世代放射光施設利活用促進

○テック系スタートアップ企業成⾧支援費２６,０００（25,000）
新産業振興課

革新的な技術をベースとしたビジネスを展開するテック系ス
タートアップ企業への産学官金の連携による支援

○企業立地促進奨励金３,２１０,０００（4,200,000） 産業立地推進課ほか
県内に工場等を新増設した企業への奨励金等

○企業誘致活動強化費３５,０００産業立地推進課
半導体産業等の企業誘致活動の取組強化

○国外半導体人材生活支援費１４,３００半導体産業振興室
半導体製造工場立地に伴い台湾から来日される従業員・家族への生活支援

○DX関連スタートアップ支援費２７,７６３（14,937） 産業デジタル推進課
Miyagi Pitch Contestやみやぎハッカソンの開催及び

DX関連の創業等への支援

○中小企業等デジタル化支援費２３６,７００（226,000）
中小企業支援室

デジタル技術を活用した生産性向上等に取り組む中小企業等に対する支援

○自動車関連産業カーボンニュートラル化推進費４９,９８３（74,983）
自動車産業振興室

自動車関連産業のカーボンニュートラル化への取組推進

○ものづくり海外販路開拓支援費２５,２８０（8,258） 国際ビジネス推進室
海外市場での販路開拓を目指す県内製造業等への支援

○中小企業経営安定資金等貸付金１１７,８４１,０００
[７６１,０００] （105,024,000） 商工金融課

中小企業の資金需要に対応した安定的な資金調達を支援

○外国人観光客誘致促進費４７,５５４（44,554） 観光プロモーション推進室
インバウンドの回復に向けたプロモーションなど外国人観光客の

誘致促進

○みやぎ観光デジタルプロモーション費４７,０００（92,000）
観光プロモーション推進室

デジタルプロモーションによる観光客の誘致促進

○県産食品海外ビジネスマッチング支援費１６,５３２（16,551）
国際ビジネス推進室

県産食品の輸出拡大に向けた取組への支援

○県産品デジタルマーケティング推進費７５,１９３（56,000）
食産業振興課

県産品のＥＣ販売及びデジタルマーケティングの推進

富県宮城を支える県内産業の持続的な成⾧促進２

新規

新規

新規

拡充

拡充

拡充

拡充

拡充
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○食品製造業経営力強化支援費２７,８７５食産業振興課
食品製造業者を対象とした経営改善支援

○デジタル田園普及推進費１３,５４８（16,000） 農業振興課
ＲＴＫ基地局の利用拡大やアグリテック活用人材の育成等によるスマート農業の

普及推進

○米・麦・大豆食農連携支援費２１,４２８みやぎ米推進課
生産者と食品製造業者の連携による商品開発や販路拡大等への支援

○みやぎの園芸振興プロジェクト推進費２０２,７７６（190,869）
園芸推進課

園芸生産の拡大に向けた取組の総合的な推進

○陸上養殖経営体育成費１０１,３５４（101,354） 水産業基盤整備課
陸上養殖技術の導入に取り組む事業者への支援

○広葉樹流通システム構築費１０,０００林業振興課
広葉樹資源活用推進に向けたビジネスモデルの構築

○ものづくり企業奨学金返還支援費３,０００ 産業人材対策課
従業員への奨学金返還支援を行うものづくり企業に対する助成制度に係る広報等

○高等技術専門校再編整備費１,０１８,０００
[５,５２９,０００]（74,800） 産業人材対策課

富県躍進に向けたものづくり人材の育成を目的とした高等技術
専門校の再編整備

○移住・起業・就業支援費３２４,１４０（180,741）
地域振興課、中小企業支援室、雇用対策課

首都圏からのＵＩＪターンの促進

○ＵＩＪターン学生等就職支援費１９,６９４（34,486） 雇用対策課
ＵＩＪターンを希望する学生への就職支援等による県内企業の人材確保の推進

○みやぎで就活応援プロジェクト推進費２９,６７５雇用対策課
採用力向上による県内企業の人材確保の推進

○副業・兼業人材活用支援費４０,１００（42,100） 雇用対策課
マッチングサイトの運営などによる副業・兼業人材の活用

を行う企業への支援

○外国人材マッチング支援費２１,６０２（22,858） 国際政策課
相談から就職・定着までのワンストップ支援の提供による県内中小企業の採用

・活用促進

○日本語学校開設準備費３５,１７１（14,313） 国際政策課
市町村と連携した公的関与による日本語学校の開設に向けた

取組推進

○現地人材サポート体制構築費７０,０００国際政策課
外国人材の確保等に向けた現地拠点の設置・運営

○外国人材受入体制モデル構築費２７０,０００国際政策課
外国人材の県内定着等に向けた受入環境整備に取り組むモデル地域への支援

新規

新規

新規

新規

新規

新規

拡充
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○農林水産業担い手対策費７１０,３０９（601,455） 農業振興課ほか
新規就業者支援や女性就労環境整備等の農林水産業の総合的な担い手確保対策

○みやぎ森林・林業未来創造カレッジ運営費１６,００３（16,540）
林業振興課

みやぎ森林・林業未来創造カレッジにおける人材育成

○航空路線誘致対策促進費１００,０００（100,000） 空港臨空地域課
仙台空港の新規路線誘致及び既存路線拡充への支援
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○人口減少・少子化等地域対策強化費３５,０００（35,000） 地域振興課
各圏域の実情を踏まえた若者の流出防止・定着や移住定住に向けた支援等の推進

○プロスポーツチームと連携したスポーツ機会拡大費２４,４００
（56,000） スポーツ振興課

ひとり親世帯の子どもや保護者等に向けたスポーツに親しむ機
会の提供

○総合型地域スポーツクラブと連携した子育て支援費１５,３６７
（14,510） スポーツ振興課

放課後児童のスポーツ機会及び子育て女性のリフレッシュ機会の
創出

○乳幼児医療助成費１,４００,０００（1,400,000） 子ども・家庭支援課
就学前の子どもの医療費への助成

○不妊検査費用助成費３６,１００（37,000） 子ども・家庭支援課
不妊を心配する夫婦や子どもを望む夫婦の早期の不妊検査受診に向けた支援

○不妊治療医療助成費１５０,０００子ども・家庭支援課
不妊治療（先進医療）を希望する夫婦の経済的負担の軽減に向けた

支援

○産後ケアサービス受皿確保支援費５４,０００子ども・家庭支援課
産後ケアサービスの受入拡充に向けた助成や体制整備

○結婚応援パスポート・子育て支援パスポート普及費９,６２５（9,625）
子育て社会推進課

結婚、妊娠・出産、子育ての切れ目ない支援の充実に向けた応援パ
スポートの普及推進

○授乳室設置促進費４２,６１２（42,612） 子育て社会推進課
県産木材を活用した置き型授乳室などの設置促進に向けた支援

○待機児童解消推進費２４０,４１２（302,851） 子育て社会推進課
待機児童解消に向けた保育所等の整備支援

○地域子ども・子育て支援費３,１００,０００（3,000,000）
子育て社会推進課

放課後児童クラブ等の地域子ども・子育て支援への助成

○若い世代への少子化対策強化費５０,４２４（42,644） 子育て社会推進課
ＡＩマッチングシステムによる結婚希望者への支援強化

や学生へのライフプラン形成支援

○少子化対策支援市町村交付金２９２,０００（154,000） 子育て社会推進課
地域の実情に応じた少子化対策を行う市町村への総合的な支援

○出産・子育て応援交付金２５９,０００（207,000）
子育て社会推進課、子ども・家庭支援課

妊娠期から出産・子育てまでの伴走型相談支援と経済的支援を一体的に実施する
取組への助成

○医療的ケア等体制整備推進費３７,３７０（41,195） 精神保健推進室
医療的ケア児等相談支援センターの運営、地域で支援を受けられる体制の構築

○発達障害児者総合支援費１２２,６０８（122,228） 精神保健推進室
発達障害児者及び家族がライフステージに応じて地域で支援を受けられる体制の

構築

社会全体で支える宮城の子ども・子育て３
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○児童虐待対策費１４８,０００（146,462） 子ども・家庭支援課
児童虐待の未然防止と早期発見に向けた体制整備の推進

○児童相談所音声マイニングシステム運営費１２,０００（33,000）
子ども・家庭支援課

電話内容のリアルタイムテキスト化や要約記録など児童相談所の相
談対応力の向上

○子どもの貧困対策推進費１６,３５３（63,891） 子育て社会推進課
子どもの貧困対策に取り組む市町村や団体への助成

○ヤングケアラー支援体制整備費１３,２８５（13,385） 子ども・家庭支援課
早期発見や対応力の向上、相談支援を通じたヤングケアラーへの支援体制強化

○コミュニティ・スクール推進費９,７３８（15,866）
義務教育課、高校教育課、特別支援教育課

学校運営協議会の設置推進による学校・家庭・地域の連携・協働体制の構築

○学力向上推進費６４,８４１（73,524） 義務教育課、高校教育課
モデル小中学校におけるＰＤＣＡサイクルを取り入れたカリキュ

ラムマネジメントの推進等

○地域進学重点校改革推進費８,８７３（8,490） 高校教育課
地域の課題発見・解決学習等を通じた学力向上と進路実績の向上の推進

○部活動指導員配置促進費６７,２３５（65,254）
保健体育安全課、生涯学習課

中学校及び高等学校への部活動指導員の配置

○部活動地域移行推進費４６,９１２（23,416）
スポーツ振興課、保健体育安全課、生涯学習課

部活動の段階的な地域移行に向けた地域スポーツ・文化環境の
整備

○教育ＤＸ推進費３０,６１３（31,615） 教職員課、高校教育課
遠隔授業の実施による学校間での授業の共有・補完を通じた個別

最適な学びの推進

○外国人児童生徒受入拡大対応費１３,４６７（13,506）義務教育課
アドバイザーやサポーターの派遣など増加傾向にある外国人児童生徒の教育環

境の充実

○みやぎ「学びのＤＸ」推進費１３,５００義務教育課
ＩＣＴを活用した教育体制の構築

○スクールサポートスタッフ配置費１６１,７００（30,000） 教職員課
教員の負担軽減を図るスクールサポートスタッフの雇用に対する支援

○児童生徒支援体制整備推進費３４７,８３８（337,532）
義務教育課、高校教育課、特別支援教育課

スクールカウンセラーの配置など教育相談体制の確保

○学び支援教室等運営費５７,１７２（52,723） 義務教育課
学び支援教室への専任教員配置や別室支援員の派遣など困難を抱える児童生徒の

学習支援と自立支援

○県立学校施設整備費１１,８３１,４６６[７,９１２,０００]
（14,545,517） 施設整備課

佐沼高校や視覚支援学校など校舎改築等の推進

○私立学校助成費１０,０１２,８３３（10,221,831） 私学・公益法人課
私立学校に対する運営費や保護者の負担軽減を図る授業料軽減への助成等

○私立高等学校等就学支援費４,８６１,６７４（4,545,574）私学・公益法人課
教育費負担への支援を通じた私立高校等生徒が安心して教育を受けることができ

る環境の確保

○公立高等学校就学支援費３,６３１,４８４（3,682,445）
高校財務・就学支援室

教育費負担への支援を通じた公立高校生徒が安心して教育を受けることができる
環境の確保
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○移住・定住推進体制強化費５２,１７９（55,709） 地域振興課
みやぎ移住サポートセンターの運営など移住・定住や関係人

口の増加に向けた取組の推進

○女性応援プロジェクト推進費２０,８４９（20,849） 共同参画社会推進課
女性活躍に向けた若年女性層の就職・定着の推進

○動物愛護推進費１７,５６８（13,578） 食と暮らしの安全推進課
ミルクボランティア制度など犬猫の殺処分低減を通じた動物

との共生社会の推進

○Ｚ世代推し事（お仕事）はかどるプロジェクト推進費３１,３４８
（33,000） 雇用対策課

推し活と就活の相互推進による若者の県内定着と県外からの人材確保の推進

○障害者雇用推進費３３,８５８（30,903） 雇用対策課
県内企業に雇用を働きかけることによる障害者雇用率の向上の推進

○みやぎ農業女子育成プロジェクト推進費２１,６７５（21,675）
農業振興課

女性の新規就農者確保に向けた農業体験の実施、女性農業者の就労環境整備への
支援

○水産加工業女性活躍推進費６,０２７（5,975） 水産業振興課
水産加工業において女性が多分野にわたり活躍できる職場づくりへの支援

○スポーツ人材等確保対策費７,０００スポーツ振興課
マッチングイベントによる競技経験者の県内就職に向けた支援

○県民会館・ＮＰＯプラザ複合施設整備費３７０,６００
[３９,４５９,０００]（196,100） 消費生活・文化課

県有施設の再編に向けた基本構想に基づく新築設計等

○美術館リニューアル整備費１,５４４,２００（249,900） 生涯学習課
宮城県美術館リニューアル基本方針に基づく施設改修等

○多賀城創建１３００年記念事業費６６,９４０（92,484）
観光政策課、文化財課

多賀城創建１３００年に向けた記念事業の企画・運営

○スマートみやぎプロジェクト推進費１５,６０６（17,645） 健康推進課
健康づくりを実践できる社会環境の整備や歩数計測アプリを活

用した健康促進

○医療機関勤務環境改善費２２１,７８９（234,827） 医療人材対策室
医師の勤務環境の改善に向けた取組を実施する医療機関への支援等

○女性医師就労支援費４４,２１０（33,420） 医療人材対策室
働きやすい職場環境の整備や就労環境の改善、離職防止等に向

けた支援

○病床機能再編支援費１０２,６００（181,260） 医療政策課
地域医療構想の実現に向けた病床機能の再編を行う医療機関への支援

○病床機能分化・連携推進基盤整備費１６２,３０２（223,983） 医療政策課
地域医療構想を踏まえた急性期病床から回復期病床への転換等に向けた医療機関

への支援

誰もが安心していきいきと暮らせる地域社会づくり４
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○仙台医療圏地域医療構想推進費１９,７２３（51,000） 医療政策課
政策医療の課題解決に向けた新たな拠点病院構想の推進

○地域包括ケア総合推進・支援費３３,７８６（35,684） ⾧寿社会政策課
フレイルや介護の予防など効果的な自立支援・重度化防止の

取組推進

○介護人材確保対策緊急アクションプラン推進費１２７,９５３
（103,047） ⾧寿社会政策課

介護人材確保への支援、介護体験授業等の実施

○特別養護老人ホーム建設等支援費１,１５２,５００（415,400）
⾧寿社会政策課

広域型特別養護老人ホームの創設や増改築、大規模改修への助成等

○ひきこもり対策推進費３８,３２３（37,441） 精神保健推進室
関係機関と連携した支援体制の構築や居場所支援などの取組推進

○障害者差別のない共生社会推進費１３,０００（17,000） 障害福祉課
障害を理由とする差別を解消し障害の有無に関わらず共生する社会づくりの推進

○障害者アート作品を通じた相互理解促進費１５,０００（10,000）
障害福祉課

障害者アート作品に触れる機会の創出による相互理解の促進

○働く障害者のための官民応援共生社会推進費７,８００（4,285）
障害福祉課

県内企業等との応援体制構築による障害者の経済的自立と社
会参加による共生社会づくり

○ＩＴ市場での精神障害者等就労促進費４,１８０（4,400） 障害福祉課
障害特性に適応しやすいＩＴ関連業務の受注体制整備や在宅就業者の社会参加

支援

○精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築推進費４９,２０４
精神保健推進室

精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築や重点圏域の体制整備等

○安全・安心まちづくり推進費３２,３００（24,500） 共同参画社会推進課
性暴力被害相談支援センター宮城の運営や犯罪被害者等見舞金の給付

○警察署建設費２,４１６,８００（1,728,900） 警察本部
栗原警察署及び岩沼警察署の新庁舎建設

○特殊詐欺被害防止対策費１９,６９３（17,098） 警察本部
特殊詐欺電話撃退装置の購入助成などによる特殊詐欺被害

の未然防止対策

○サイバー犯罪対策推進費３９,５７５（18,668） 警察本部
サイバー捜査官の知識の高度化や解析機器の整備などサイバー犯罪対策の推進
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○２０５０ゼロカーボン推進費３３,９００（26,400） 環境政策課
２０５０年二酸化炭素排出実質ゼロに向けた地球温暖化対策の

推進

○県有施設脱炭素化推進費３５,０００環境政策課
民間事業者が提供するサービス（ＰＰＡ等）を活用した県有施設への太陽光発電

導入調査等

○みやぎ二酸化炭素排出削減支援費３０６,０００（313,500）環境政策課
脱炭素社会の形成に向けた二酸化炭素排出削減に取り組む事業者への支援

○自家消費型太陽光発電設備導入支援費２２０,０００（150,000）
環境政策課

屋根や敷地等に大規模な自家消費型太陽光発電設備を導入する事業者への支援

○スマートエネルギー住宅普及促進費３３１,０００（326,900）
再生可能エネルギー室

みやぎゼロエネルギー住宅の普及促進など家庭部門の脱炭素
化の推進

○再生可能エネルギー地域共生推進費７,４００再生可能エネルギー室
地域と共生した再エネ事業の推進に向けた理解の促進等

○水素エネルギー利活用推進費１０１,９２４（166,600）
再生可能エネルギー室

燃料電池自動車の導入助成など水素エネルギーの利活用促進

○太陽光発電を活用したＥＶ利用モデル等導入促進費５７,０００
（36,000） 再生可能エネルギー室

需給一体型の再生可能エネルギー利用モデルの導入に向けた取組への支援

○食品ロス削減推進費２,８００（4,415） 循環型社会推進課
食品ロス削減に向けた事業者の余剰食品と消費者を繋ぐアプ

リを活用した取組推進

○湿地環境保全・利活用推進費７９,３３４（78,234） 自然保護課
伊豆沼・内沼の生物多様性の回復と魅力の発信に向けた取組推進

○野生鳥獣保護管理対策費３６８,６０４（341,785） 自然保護課
ニホンジカ・イノシシ等の個体数調整など保護管理の推進

○鳥獣害防止対策費４９５,６１２（579,851） 農山漁村なりわい課
市町村が取り組む鳥獣害防止対策への助成等

○農泊地域周遊ビジネスモデル構築費４,５００農山漁村なりわい課
持続的な農泊の推進に向けたビジネスモデルの構築

○第４８回全国育樹祭推進費７３,９６６（13,215） 全国育樹祭推進室
第４８回全国育樹祭の開催準備

○東京職員宿舎再整備費３,０９９,０００職員厚生課
地震や大雨等の災害リスク軽減を目的とした東京職員宿舎の再整備

強靭で自然と調和した県土づくり５
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○地域防災リーダー育成等推進費２５,６５５（17,950） 防災推進課
地域や企業の防災活動を担う中心的人材の育成

○自然災害避難支援アプリ導入支援費７,４００復興・危機管理総務課
自然災害避難支援アプリの導入支援

○地域レジリエンス強化費２５,４２０（26,300） 復興支援・伝承課
水災・地震保険等を活用した自助の取組の促進、災害ケースマネジ

メントの推進

○原子力防災活動強化費３９５,８６４（396,626） 原子力安全対策課
住民避難訓練など原子力防災訓練の実施や医療資機材など防

護・活動資機材の整備

○緊急時避難円滑化推進費１７４,０２９（250,000） 原子力安全対策課
避難退域時検査等場所における狭隘箇所の拡幅など避難円滑化に向けた整備支援

○地域連携型学校防災体制構築等推進費２０,２７１（21,222）
保健体育安全課

地域と連携した学校防災体制の構築や防災ジュニアリーダーの
養成、安全教育の推進

○海岸保全施設整備費１,６７０,０００（1,450,000） 漁港整備推進室
海岸防潮堤の整備

○地域建設産業災害対応力強化支援費３０,０００（30,000） 事業管理課
災害時における地域建設産業の対応力強化に向けた支援

○新・災害に強い川づくり緊急対策費５６７,０００[３５０,０００]
（1,585,500） 河川課

河川の再度災害防止と河川堤防の安全度確保対策等

○県民参加型インフラ維持管理システム運用費２,６４０（3,200）
土木総務課

デジタル身分証アプリを活用したインフラ異常通報システムの運用

○上工下水一体官民連携運営費（企業会計）３４,０９７（34,294）
水道経営課

広域水道・工業用水道・流域下水道の３事業一体としたみや
ぎ型管理運営方式の実施

新規
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○電子申請システム構築費５４,８３１（22,074） デジタルみやぎ推進課
オンライン決済機能等を追加した次期電子申請システムの構築

○市町村ＤＸ推進支援費１０,０００（10,000） デジタルみやぎ推進課
情報システムの標準化・共通化への支援など市町村のＤＸの推進支援

○電子収納促進費 ７７,７５３会計課
県民生活の利便性向上につながるキャッシュレス決済の導入

○ＤＸみやぎ推進費４６,０００（30,000） デジタルみやぎ推進課
デジタル身分証アプリの導入と普及促進

○地域ポイント等導入支援費１４,０００（10,000） 富県宮城推進室
地域経済活性化に向けた地域ポイント等の導入支援や実証への

助成

○デジタル身分証アプリを活用した地域周遊促進費１０,０００
観光プロモーション推進室

地域周遊促進に向けたデジタルスタンプラリーの実施

○働き方改革推進費５１,８００（38,000） 行政経営推進課
ペーパーレス会議システムや公用車予約システムの運用など業務の生産性向上や

柔軟な働き方の推進

○ＡＩ・ＲＰＡ推進費１４,０００デジタルみやぎ推進課
ＡＩ-ОＣＲやＲＰＡを活用した業務効率化の推進

○庁内ＤＸ人材育成費１４,５７０（15,218） 人事課、デジタルみやぎ推進課
全ての職員のＤＸへの参画及び業務変革への意識醸成とデジタ

ルリテラシーの向上推進

○採点業務デジタル化推進費４０,５００高校教育課
デジタル採点システムの導入による業務効率化の推進

デジタル技術の活用６

拡充

拡充

新規

新規

新規

新規
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○ 県税は （対前年度比 ＋１３２億円（＋４.３％））３,２０６億円

県税１

• 県税は、３,２０６億円を計上し、対前年度比１３２億円の増。県税の歳入全体に占める割合は３１.３％。

• 個人県民税は、令和５年度の実績見込みや定額減税の影響等を踏まえ、５６７億円を計上し、対前年度比１３億円の減。

• 法人県民税及び法人事業税の法人二税は、景気が緩やかに回復していることなどを背景に、９３１億円を計上し、対前年度比８億円の増。

• 地方消費税は、大口法人の業績や経済動向を勘案し、９２８億円を計上し、対前年度比１１６億円の増。

• 軽油引取税は、燃費の改善等による減少が見込まれることを踏まえ、２２７億円を計上し、対前年度比１０億円の減。

(単位：百万円)

項 目
令和5年度
当初予算額

令和6年度
当初予算額

増減額 増減率

A B C=B-A C/A

個 人 県 民 税 58,042 56,694 ▲1,348 ▲2.3% 

法 人 二 税 92,306 93,088 782 0.8%

地 方 消 費 税 81,237 92,791 11,554 14.2%

軽 油 引 取 税 23,688 22,665 ▲1,023 ▲4.3% 

そ の 他 の 税 52,127 55,362 3,235 6.2%

合計 307,400 320,600 13,200 4.3%
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○ 地方譲与税は （対前年度比 ＋２１億円（＋５.０％））４４０億円

地方譲与税３

• 地方譲与税は、４４０億円を計上し、対前年度比２１億円の増。地方譲与税の歳入全体に占める割合は４.３％。

• 特別法人事業譲与税は、国の地方財政対策における伸び率などを踏まえて４１４億円を計上し、対前年度比２１億円の増。

(単位：百万円)

項 目
令和5年度
当初予算額

令和6年度
当初予算額

増減額 増減率

A B C=B-A C/A

特 別 法 人 事 業 譲 与 税 39,397 41,447 2,050 5.2%

そ の 他 の 地 方 譲 与 税 2,483 2,535 52 2.1%

合計 41,880 43,982 2,102 5.0%

地方消費税清算金２

• 地方消費税清算金は、令和５年度の実績見込み等を踏まえ、１,１５９億円を計上し、対前年度比０.５億円の増。地方消費税清算金の歳入全体

に占める割合は１１.３％。
(単位：百万円)

項 目
令和5年度
当初予算額

令和6年度
当初予算額

増減額 増減率

A B C=B-A C/A

地 方 消 費 税 清 算 金 115,813 115,859 46 0.0%

○ 地方消費税清算金は （対前年度比 ＋０.５億円（＋０.０％））１,１５９億円
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○ 地方交付税は （対前年度比 ＋４３億円（＋２.８％））１,５７８億円

地方交付税４

• 地方交付税は、１,５７８億円を計上し、対前年度比４３億円の増。地方交付税の歳入全体に占める割合は１５.４％。

• 普通交付税は、税収の見通しなどを踏まえ、１,５４１億円を計上し、対前年度比５５億円の増。

• 震災復興特別交付税は、現時点で見込まれる財政需要に応じて、中小企業等復旧・復興支援費などを精査し必要額を計上したことを踏まえ、

１７億円を計上し、対前年度比１２億円の減。

• 臨時財政対策債は、国の地方財政対策において抑制が図られたことを踏まえ、４７億円を計上し、対前年度比５４億円の減。

• 普通交付税と臨時財政対策債を合算した実質的な普通交付税は、１,５８８億円を計上し、対前年度比１億円の増。
(単位：百万円)

項 目
令和5年度
当初予算額

令和6年度
当初予算額

増減額 増減率

A B C=B-A C/A

普 通 交 付 税 148,600 154,100 5,500 3.7%

特 別 交 付 税 2,000 2,000 0 0.0%

震 災 復 興 特 別 交 付 税 2,900 1,700 ▲1,200 ▲41.4% 

合計 153,500 157,800 4,300 2.8%

（参考）臨時財政対策債を合算した実質的な普通交付税

項 目
令和5年度
当初予算額

令和6年度
当初予算額

増減額 増減率

A B C=B-A C/A

普 通 交 付 税 148,600 154,100 5,500 3.7%

臨 時 財 政 対 策 債 10,100 4,700 ▲5,400 ▲53.5% 

合計
（実質的な普通交付税）

158,700 158,800 100 0.1%
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○ 県債は （対前年度比 ▲６１億円（▲８.２％））６８５億円

県債５

• 県債は、６８５億円を計上し、対前年度比６１億円の減。県債の歳入全体に占める割合は６.７％。

• 普通債は、道路や河川の改良などに充当する公共事業等債や美術館の改修などに充当する公共施設等適正管理推進事業債を計上したことな

どにより、４８９億円を計上し、対前年度比４億円の増。

• 災害復旧債は、令和４年７月１５日からの大雨などにより被災した河川等の災害復旧費を予算化したことなどにより、２１億円を計上し、対前年

度比４億円の減。

• その他の県債のうち、臨時財政対策債は、国の地方財政対策において抑制が図られたことを踏まえ、４７億円を計上し、対前年度比５４億円の

減。 (単位：百万円)

令和5年度
当初予算額

令和6年度
当初予算額

増減額 増減率

A B C=B-A C/A

48,471 48,888 418 0.9%

2,577 2,145 ▲432 ▲16.8% 

23,547 17,438 ▲6,109 ▲25.9% 

うち臨時財政対策債 10,100 4,700 ▲5,400 ▲53.5% 

うち行政改革推進債 5,550 5,007 ▲543 ▲9.8% 

74,595 68,472 ▲6,124 ▲8.2% 

項 目

普 通 債

そ の 他

合計

災 害 復 旧 債
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○ 国庫支出金は （対前年度比 ▲９３５億円（▲５１.４％） ）８８４億円

国庫支出金・諸収入・繰入金６

• 国庫支出金について、新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金の減などにより、８８４億円を計上し、対前年度比９３５億円の減。国庫支

出金の歳入全体に占める割合は８.６％。

• 諸収入は、中小企業経営安定資金等貸付金元金収入の増などにより、１,４３６億円を計上し、対前年度比１１６億円の増。諸収入の歳入全体に

占める割合は１４.０％。

• 繰入金は、地域整備推進基金からの繰入などにより、６０８億円を計上し、対前年度比８０億円の増。繰入金の歳入全体に占める割合は５.９％。

また、財源不足を補うため、財政調整基金から１２０億円を取崩し。これにより令和６年度末の財政調整関係基金残高（※）は２６４億円。

○ 諸収入は （対前年度比 ＋１１６億円（＋ ８.８％） ）１,４３６億円

○ 繰入金は （対前年度比 ＋８０億円（＋１５.２％） ）６０８億円

(単位：百万円)

令和5年度
当初予算額

令和6年度
当初予算額

増減額 増減率

A B C=B-A C/A

181,883 88,407 ▲93,476 ▲51.4% 

131,994 143,564 11,570 8.8%

52,811 60,820 8,008 15.2%

う ち 財 政 調 整 基金 13,000 12,000 ▲1,000 ▲7.7% 

国 庫 支 出 金

繰 入 金

諸 収 入

項 目

※財政調整基金と県債管理基金（一般分）の合計、令和５年度２月補正予算（第５号）見込額まで反映
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• 義務的経費は、３,７１２億円を計上し、対前年度比１１１億円の増。義務的経費の歳出全体に占める割合は３６.３％。

• 人件費は、職員の定年引上げに伴う退職者数の増見込みを反映し、必要となる退職手当を予算化したことなどを踏まえ、２,１３３億円を計上し、

対前年度比１１８億円の増。

• 扶助費は、新型コロナウイルス感染症患者に係る医療費負担金が減となる一方、介護・訓練等給付費など増加により、５０３億円を計上し、対前

年度比０.３億円の増。

• 公債費は、償還計画に基づく元金償還金の減などを踏まえ、１,０７７億円を計上し、対前年度比７億円の減。

○ 義務的経費は （対前年度比 ＋１１１億円（＋３.１％））３,７１２億円

義務的経費１

(単位：百万円)

令和5年度
当初予算額

令和6年度
当初予算額

増減額 増減率

A B C=B-A C/A

360,156 371,216 11,061 3.1%

人 件 費 201,496 213,252 11,756 5.8%

扶 助 費 50,223 50,250 27 0.1%

公 債 費 108,436 107,714 ▲722 ▲0.7% 

義 務 的 経 費

項 目
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投資的経費２

• 投資的経費は、１,２４０億円を計上し、対前年度比１４億円の増。投資的経費の歳出全体に占める割合は１２.１％。

• 普通建設事業費は、道路や河川などの公共事業費を計上したほか、岩沼警察署の新庁舎建設や美術館の改修に要する経費を予算化したこと

などにより、１,１６５億円を計上し、対前年度比４７億円の増。

• 災害復旧事業費は、令和４年７月１５日からの大雨などにより被災した河川等の災害復旧費を予算化したことなどにより、７５億円を計上し、対

前年度比３３億円の減。

○ 投資的経費は （対前年度比 ＋１４億円（＋１.１％） ）１,２４０億円

(単位：百万円)

令和5年度
当初予算額

令和6年度
当初予算額

増減額 増減率

A B C=B-A C/A

122,585 123,982 1,398 1.1%

111,722 116,469 4,747 4.2%

補 助 事 業 52,509 49,531 ▲2,978 ▲5.7% 

単 独 事 業 51,119 57,230 6,111 12.0%

受 託 事 業 719 1,423 704 98.0%

国 直 轄 事 業 7,375 8,285 909 12.3%

10,863 7,513 ▲3,350 ▲30.8% 

補 助 事 業 8,800 6,937 ▲1,863 ▲21.2% 

単 独 事 業 403 244 ▲159 ▲39.5% 

受 託 事 業 60 ▲60 皆減 

国 直 轄 事 業 1,600 333 ▲1,267 ▲79.2% 

投 資 的 経 費

普 通 建 設 事 業 費

災 害 復 旧 事 業 費

項 目
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○ 補助費等は （対前年度比 ▲４２３億円（▲１２.０％） ）３,１１０億円

その他の経費３

• 補助費等は、医療機関等における病床の確保など新型コロナウイルス感染拡大防止対策費の減などにより、３,１１０億円を計上し、対前年度比

４２３億円の減。補助費等の歳出全体に占める割合は３０.４％。

• 貸付金は、中小企業経営安定資金等貸付金の所要額を精査したことなどを踏まえ、１,３３５億円を計上し、対前年度比１３２億円の増。貸付金

の歳出全体に占める割合は１３.０％。

○ 貸付金は （対前年度比 ＋１３２億円（＋１１.０％） ）１,３３５億円

(単位：百万円)

項 目
令和5年度
当初予算額

令和6年度
当初予算額

増減額 増減率

A B C=B-A C/A

補 助 費 等 353,278 310,956 ▲42,322 ▲12.0% 

貸 付 金 120,336 133,514 13,178 11.0%
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財源確保対策1

• 財源不足を解消するため、みやぎ財政運営戦略（第３期）（令和３年２月

策定。対象年度：令和３年度～令和６年度）に基づき、歳入歳出両面に

わたる取組を着実に実施。

• 令和６年度は、必要性や優先度が高い事業への重点化などによる通常

事業の徹底的な見直しを行うなど、更なる財源確保対策を継続。

• 上記の対策を講じてもなお生じる財源不足１２０億円については、財政

調整基金の取崩しで対応。

県債残高２

• 適切に県債を活用し事業を推進する一方、特例的県債の発行抑制や

早期償還に努めることなどにより、県債残高（臨時財政対策債を除く）

が標準財政規模の２倍を超えないように適正管理。

財政調整関係基金残高３

• 歳入歳出両面にわたる取組の着実な推進と、決算剰余金や年度末の

執行残額を活用し、標準財政規模の １０％程度を目標に財政調整関

係基金残高の確保に努める。

（単位：億円）

安定した歳入基盤の確立 2
県税収入などの未収金の縮減１億円

広告掲載・ネーミングライツの一層の充実１億円

【令和６年度財源確保対策】

取　　組 効果額 主　　な　　内　　容

県有資産の活用 7
未利用地の売却・貸付１億円

特別会計等の資金活用６億円

予算削減率設定の継続と予算の質向上 24
事業の見直し１５億円

予算削減率設定の継続９億円

行政運営のデジタル化と職員の働き方改革の推進 1 Ｗｅｂ会議の推進０.５億円

計 34

（単位：億円）

（単位：億円）

安定した歳入基盤の確立 1 県税収入などの未収金の縮減１億円

行政運営のデジタル化と職員の働き方改革の推進 1 Ｗｅｂ会議の推進０.５億円

【前年度からの継続効果】

取　　組 効果額 主　　な　　内　　容

安定した歳入基盤の確立 1 広告掲載・ネーミングライツの一層の充実１億円

計 23

計 11

予算削減率設定の継続と予算の質向上 9 予算削減率設定の継続９億円

県有資産の活用 7
未利用地の売却・貸付１億円

特別会計等の資金活用６億円

予算削減率設定の継続と予算の質向上 15 事業の見直し１５億円

【令和６年度単年度の対策効果】

取　　組 効果額 主　　な　　内　　容

（単位：百万円，％）

※当初予算編成時点における普通会計ベース

区　　分 令和５年度 令和６年度

県債残高 1,471,589 1,428,441

県債残高（臨時財政対策債以外の残高） 910,574 907,544

標準財政規模比 187.8 187.2

（単位：百万円）

取崩額 積立額

当 初 予 算
年 間 見 込

b
当 初 予 算

年 間 見 込
c

当 初 予 算
e

当 初 予 算
f

20,770 13,000 8,798 0 6,700 18,671 12,000 0

19,749 0 0 19,750 0

40,519 13,000 8,798 1 6,700 38,421 12,000 1

取崩額 積立額

26,422

令和6年度
末残高見込

g=d-e+f

令和6年度

6,672

19,750

財政調整基金
A

財政調整関係基金
A+B

県債管理基金
（一般分）

B

区　　　　　分
令和4年度
末現在高

a

令和5年度

令和5年度
末残高見込

d=a-b+c
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令和６年度当初予算（案）の主要項目

１ 被災地の復興完了に向けたきめ細かなサポート

（１） 生活再建の状況に応じた切れ目のない支援
新規
拡充

主な
事業

事業等の名称 担当部局 担当課室 予算額 (千円)

復興活動支援費 復興・危機管理部 復興支援・伝承課 19,481

● みやぎ地域復興支援費 復興・危機管理部 復興支援・伝承課 83,000

● 地域コミュニティ再生支援費 復興・危機管理部 復興支援・伝承課 176,000

● 地域コミュニティ活性化支援費 復興・危機管理部 復興支援・伝承課 21,400

みやぎ県外避難者帰郷支援費 復興・危機管理部 復興支援・伝承課 1,250

被災沿岸部地域づくり支援費 企画部 地域振興課 6,000

サテライトオフィス等による沿岸地域復興活動
支援費

企画部 地域振興課 2,000

● ＮＰＯ等の絆力を活かした震災復興支援費 環境生活部 共同参画社会推進課 94,800

子ども・若者支援体制強化費 環境生活部 共同参画社会推進課 18,313

文化芸術による心の復興支援費 環境生活部 消費生活・文化課 2,000

被災者住宅確保対策費 復興・危機管理部 復興支援・伝承課 4,668

● 被災地域福祉推進費 保健福祉部 社会福祉課 303,721

生活福祉資金貸付費（震災対応分） 保健福祉部 社会福祉課 7,897

子どもの心のケア推進費 保健福祉部 子ども・家庭支援課 9,067

里親等支援センター費 保健福祉部 子ども・家庭支援課 43,694

親子滞在型支援施設設置費 保健福祉部 子ども・家庭支援課 23,274

● 心のケアセンター運営費 保健福祉部 精神保健推進室 218,476

被災地精神保健対策費 保健福祉部 精神保健推進室 24,966

● 被災児童生徒等就学支援費 教育庁ほか 義務教育課ほか 224,531

私立小中学校授業料軽減特別支援費 総務部 私学・公益法人課 1,620

公立大学法人宮城大学運営費交付金（震災対
応分）

総務部 私学・公益法人課 42,738

東日本大震災みやぎこども育英基金助成費 教育庁 総務課 284,680

● 緊急スクールカウンセラー等派遣費 教育庁ほか 義務教育課ほか 807,821

● 私立高等学校生徒支援体制整備促進費 総務部 私学・公益法人課 30,000

新規
拡充

主な
事業

事業等の名称 担当部局 担当課室 予算額 (千円)

● みやぎ子どもの心のケアハウス運営支援費 教育庁 義務教育課 204,183

協働教育推進費（震災対応分） 教育庁 生涯学習課 11,122

（２） 回復途上にある産業・なりわいの下支え
新規
拡充

主な
事業

事業等の名称 担当部局 担当課室 予算額 (千円)

復興企業相談助言費 経済商工観光部 企業復興支援室 46,465

● 中小企業等復旧・復興支援費 経済商工観光部 企業復興支援室 513,336

● 中小企業経営安定資金等貸付金（震災対応分） 経済商工観光部 商工金融課 7,962,000

［債務負担行為］ [13,000]

被災中小企業者対策資金利子補給（震災対応
分）

経済商工観光部 商工金融課 42,000

［債務負担行為］ [90,000]

信用保証協会経営基盤強化対策費（震災対応
分）

経済商工観光部 商工金融課 22,000

教育旅行誘致促進費 経済商工観光部 観光政策課 84,000

宮城オルレ推進費 経済商工観光部 観光プロモーション推進室 54,200

観光誘客推進費 経済商工観光部 観光プロモーション推進室 85,739

● 緊急雇用創出事業臨時特例基金事業費 経済商工観光部 雇用対策課 270,597

［債務負担行為］ [206,000]

拡充 ● 輸出基幹品目販路開拓費 経済商工観光部 国際ビジネス推進室 32,618

● 水産物販路開拓費 水産林政部 水産業振興課 70,000

県産品風評対策強化費 農政部 食産業振興課 30,000

● 漁船等導入支援費 水産林政部 水産業振興課 164,000

● 漁船漁業復興推進費 水産林政部 水産業振興課 310,000

水産加工業連携活動促進費 水産林政部 水産業振興課 8,000

栽培漁業種苗放流支援費 水産林政部 水産業基盤整備課 308,146

秋さけ来遊資源安定化推進費 水産林政部 水産業基盤整備課 55,000

陸上養殖技術開発費 水産林政部 水産業基盤整備課 22,000
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新規
拡充

主な
事業

事業等の名称 担当部局 担当課室 予算額 (千円)

水産物販路開拓費（再掲） 水産林政部 水産業振興課 70,000

県産品風評対策強化費（再掲） 農政部 食産業振興課 30,000

（４） 震災の記憶・教訓の伝承と復興事業のフォローアップ
新規
拡充

主な
事業

事業等の名称 担当部局 担当課室 予算額 (千円)

震災伝承展示管理費 復興・危機管理部 復興支援・伝承課 38,672

東日本大震災伝承推進費 復興・危機管理部 復興支援・伝承課 23,180

東日本大震災伝承広域連携費 復興・危機管理部 復興支援・伝承課 2,500

首都圏復興フォーラム運営費 復興・危機管理部 復興支援・伝承課 1,765

● 東日本大震災被災地情報発信費 復興・危機管理部 復興支援・伝承課 26,700

交流人口拡大による被災地活性化推進費 復興・危機管理部 復興支援・伝承課 6,000

● 震災伝承連携促進費 復興・危機管理部 復興支援・伝承課 17,185

建設型応急住宅候補地調査費 復興・危機管理部 復興支援・伝承課 13,000

新規 ● 大規模地震フォローアップ事業費 復興・危機管理部 防災推進課 37,400

海岸防災林管理費（公共事業等） 水産林政部 森林整備課 132,445

● 広域防災拠点整備費 土木部 都市計画課 504,000

沿岸域景観再生復興費 土木部 河川課 8,537

３．１１伝承・減災プロジェクト推進費 土木部
防災砂防課
都市計画課

3,000

震災関連資料保存継承費 教育庁 生涯学習課 11,352

新規 広域スポーツイベント支援費 企画部 スポーツ振興課 6,000

スポーツを通じた被災地交流・震災の記憶伝承
費

企画部 スポーツ振興課 5,100

新規
拡充

主な
事業

事業等の名称 担当部局 担当課室 予算額 (千円)

磯焼け対策推進費 水産林政部 水産業基盤整備課 4,100

漁場環境対策費 水産林政部 水産業基盤整備課 48,000

待機児童解消推進費 保健福祉部 子育て社会推進課 240,412

仙台空港地域連携・活性化推進費 土木部 空港臨空地域課 23,000

河川等災害復旧費 土木部 防災砂防課 164,800

（３） 東京電力福島第一原子力発電所事故被害への対応
新規
拡充

主な
事業

事業等の名称 担当部局 担当課室 予算額 (千円)

● 食の安全確保対策費 283,534

放射性物質検査対策費 環境生活部
食と暮らしの安全推進課

自然保護課
13,117

農林水産物放射性物質対策費 農政部 食産業振興課 3,520

農産物放射性物質対策費 農政部 園芸推進課 18,800

粗飼料等放射性物質影響調査費 農政部 畜産課 8,756

肉用牛出荷円滑化推進費 農政部 畜産課 49,866

水産物安全確保対策費 水産林政部 水産業振興課 33,932

林産物放射性物質対策費 水産林政部 林業振興課 155,543

海水等放射性物質検査対策費 環境生活部 環境対策課 200

工業製品放射性物質検査対策費 経済商工観光部 新産業振興課 359

農産物放射性物質影響緩和対策費 農政部 園芸推進課 1,300

福島第一原子力発電所事故損害賠償請求支
援費

復興・危機管理部 原子力安全対策課 1,127

処理水対策費 復興・危機管理部 原子力安全対策課 3,500

放射性物質汚染廃棄物等処理促進費 環境生活部
放射性物質

汚染廃棄物対策室
3,947

給与自粛牧草等処理円滑化費 農政部 畜産課 18,992

野生鳥獣適正保護管理費（震災対応分） 環境生活部 自然保護課 8,400

鳥獣害防止対策費 農政部 農山漁村なりわい課 495,612

拡充 輸出基幹品目販路開拓費（再掲） 経済商工観光部 国際ビジネス推進室 32,618

44



新規
拡充

主な
事業

事業等の名称 担当部局 担当課室 予算額 (千円)

工場立地基盤整備貸付金 経済商工観光部 産業立地推進課 1,000,000

みやぎＩＴ商品販売・導入促進費 企画部 産業デジタル推進課 17,278

デジタル人材採用・育成支援費 企画部 産業デジタル推進課 38,259

先進的デジタル産業振興支援費 企画部 産業デジタル推進課 15,795

拡充 ● DX関連スタートアップ支援費 企画部 産業デジタル推進課 27,763

産業デジタル化支援費 企画部 産業デジタル推進課 30,003

● 中小企業等デジタル化支援費 経済商工観光部 中小企業支援室 236,700

新規 産業用地整備促進費 経済商工観光部 産業立地推進課 30,000

次世代自動車技術実証推進費 経済商工観光部 自動車産業振興室 21,000

ユニバーサルデザインタクシー普及促進費 経済商工観光部 自動車産業振興室 40,000

● 自動車関連産業カーボンニュートラル化推進費 経済商工観光部 自動車産業振興室 49,983

新規 空・陸次世代モビリティ体感事業費 経済商工観光部 自動車産業振興室 24,000

自動車関連産業特別支援費 経済商工観光部 自動車産業振興室 64,717

取引拡大チャレンジ支援費 経済商工観光部 中小企業支援室 20,300

中小企業販路開拓総合支援費 経済商工観光部 中小企業支援室 32,550

姉妹友好関係等活用型海外販路開拓費 経済商工観光部 国際政策課 4,358

北米及び欧州における販路開拓・定着促進費 経済商工観光部 国際政策課 10,579

外資系企業誘致促進費 経済商工観光部 国際ビジネス推進室 24,121

みやぎグローバルビジネス総合支援費 経済商工観光部 国際ビジネス推進室 641

東アジア経済交流促進費 経済商工観光部 国際ビジネス推進室 1,000

東南アジア経済交流促進費 経済商工観光部 国際ビジネス推進室 12,985

拡充 ● ものづくり海外販路開拓支援費 経済商工観光部 国際ビジネス推進室 25,280

２ 富県宮城を支える県内産業の持続的な成長促進

（１） ものづくり産業等の発展と新技術・新産業の創出
新規
拡充

主な
事業

事業等の名称 担当部局 担当課室 予算額 (千円)

地域経済構造分析推進費 経済商工観光部 富県宮城推進室 7,067

富県共創推進費 経済商工観光部 富県宮城推進室 1,241

地域産業創出費 経済商工観光部 富県宮城推進室 25,452

伝統的工芸品産業振興費 経済商工観光部 新産業振興課 9,240

みやぎ優れＭＯＮＯ発信費 経済商工観光部 新産業振興課 8,500

起業家等育成支援費 経済商工観光部 新産業振興課 10,920

ＫＣみやぎ（基盤技術高度化支援センター）推進
費

経済商工観光部 新産業振興課 6,336

産学官連携素材技術活用支援費 経済商工観光部 新産業振興課 10,000

富県宮城技術支援拠点整備費 経済商工観光部 新産業振興課 199,783

デジタルエンジニアリング高度化支援費 経済商工観光部 新産業振興課 28,817

高度電子機械産業集積促進費 経済商工観光部 新産業振興課 83,473

ものづくり基盤技術高度化支援費 経済商工観光部 新産業振興課 10,430

ものづくり中小企業“生産性向上実現”ＤＸ戦略
推進費

経済商工観光部 新産業振興課 62,800

新規 ● 半導体人材育成・産学連携推進費 経済商工観光部 新産業振興課 49,300

新規参入・新産業創出等支援費 経済商工観光部 新産業振興課 68,678

拡充 ● 放射光施設利用促進費 経済商工観光部 新産業振興課 70,000

次世代リーダー育成支援費 経済商工観光部 新産業振興課 6,000

● テック系スタートアップ企業成長支援費 経済商工観光部 新産業振興課 26,000

地域企業競争力強化支援費 経済商工観光部 新産業振興課 12,270

拡充 ● 企業立地促進奨励金
経済商工観光部

企画部

新産業振興課
産業立地推進課

産業デジタル推進課
3,210,000

宮城県立地企業雇用確保支援対策費 経済商工観光部 産業立地推進課 693

企業誘致活動費 経済商工観光部 産業立地推進課 14,010

新規 ● 企業誘致活動強化費 経済商工観光部 産業立地推進課 35,000

新規 ● 国外半導体人材生活支援費 経済商工観光部 半導体産業振興室 14,300
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（２） 観光産業と商業・サービス業の振興
新規
拡充

主な
事業

事業等の名称 担当部局 担当課室 予算額 (千円)

地域連携推進費 企画部 総合政策課 3,920

地域経済構造分析推進費（再掲） 経済商工観光部 富県宮城推進室 7,067

富県共創推進費（再掲） 経済商工観光部 富県宮城推進室 1,241

地域産業創出費（再掲） 経済商工観光部 富県宮城推進室 25,452

地域ポイント等導入支援費 経済商工観光部 富県宮城推進室 14,000

● 中小企業経営安定資金等貸付金 経済商工観光部 商工金融課 117,841,000

［債務負担行為］ [761,000]

中小企業金融対策費 経済商工観光部 商工金融課 1,000,000

信用保証協会経営基盤強化対策費 経済商工観光部 商工金融課 176,000

富県宮城資金円滑化支援費 経済商工観光部 商工金融課 17,000

次世代型商店街形成支援費 経済商工観光部 商工金融課 14,500

商店街ＮＥＸＴリーダー創出費 経済商工観光部 商工金融課 8,300

地域の買い物機能強化支援費 経済商工観光部 商工金融課 6,050

外国人観光客受入環境整備促進費 経済商工観光部 観光政策課 8,500

観光地域づくり推進費 経済商工観光部 観光政策課 42,000

観光地周遊促進費 経済商工観光部 観光政策課 24,000

教育旅行誘致促進費（再掲） 経済商工観光部 観光政策課 84,000

宮城オルレ推進費（再掲） 経済商工観光部 観光プロモーション推進室 54,200

新規
デジタル身分証アプリを活用した地域周遊促進
費

経済商工観光部 観光プロモーション推進室 10,000

観光誘客推進費（再掲） 経済商工観光部 観光プロモーション推進室 85,739

小規模宿泊施設普及拡大費 経済商工観光部 観光政策課 13,570

みやぎ観光戦略受入基盤整備費 経済商工観光部 観光政策課 179,475

● 外国人観光客誘致促進費 経済商工観光部 観光プロモーション推進室 47,554

● みやぎ観光デジタルプロモーション費 経済商工観光部 観光プロモーション推進室 47,000

むらまち交流拡大推進費 農政部 農山漁村なりわい課 4,221

（３） 地域を支える農林水産業の国内外への展開
新規
拡充

主な
事業

事業等の名称 担当部局 担当課室 予算額 (千円)

みやぎ食の安全安心県民総参加運動費 環境生活部 食と暮らしの安全推進課 1,479

食品検査対策費 環境生活部 食と暮らしの安全推進課 40,750

姉妹友好関係等活用型海外販路開拓費（再掲） 経済商工観光部 国際政策課 4,358

北米及び欧州における販路開拓・定着促進費
（再掲）

経済商工観光部 国際政策課 10,579

東南アジア県産品マーケティング等支援費 経済商工観光部 国際ビジネス推進室 23,754

● 県産食品海外ビジネスマッチング支援費 経済商工観光部 国際ビジネス推進室 16,532

県産ブランド品確立支援費 農政部 食産業振興課 5,922

首都圏県産品販売等拠点運営費 農政部 食産業振興課 191,452

拡充 ● 県産品デジタルマーケティング推進費 農政部 食産業振興課 75,193

食材バリューチェーン構築推進費 農政部 食産業振興課 27,773

● 食品製造業経営力強化支援費 農政部 食産業振興課 27,875

みやぎの農業参入サポート推進費 農政部
農業政策室
農業振興課

1,253

農山漁村発イノベーション対策費 農政部 農山漁村なりわい課 18,900

新世代アグリビジネス総合推進費 農政部 農業振興課 185,500

● デジタル田園普及推進費 農政部 農業振興課 13,548

アグリテック活用推進費 農政部
農業振興課

畜産課
28,858

気候変動適応技術開発推進費 農政部 農業振興課 23,024

新規 ● 米・麦・大豆食農連携支援費 農政部 みやぎ米推進課 21,428

実需対応型みやぎ米普及費 農政部 みやぎ米推進課 20,326

みやぎの主要農作物種子等生産体制整備費 農政部 みやぎ米推進課 52,560

ＧＡＰ認証取得推進費 農政部
みやぎ米推進課

畜産課
5,332

新規 作付転換拡大定着支援費 農政部 みやぎ米推進課 7,000
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新規
拡充

主な
事業

事業等の名称 担当部局 担当課室 予算額 (千円)

森林経営管理市町村支援費 水産林政部 林業振興課 87,414

新規 ● 広葉樹流通システム構築費 水産林政部 林業振興課 10,000

みやぎ材イノベーション創出支援費 水産林政部 林業振興課 11,250

ＣＬＴ活用建築物普及推進費 水産林政部 林業振興課 60,752

みやぎ森林・林業未来創造カレッジ運営費 水産林政部 林業振興課 16,003

森林・林業・木材産業グリーン成長総合対策費 水産林政部 林業振興課 34,510

森林管理道整備費（公共事業） 水産林政部 林業振興課 496,364

（４） 若者をはじめとした多様な産業人材の育成・確保
新規
拡充

主な
事業

事業等の名称 担当部局 担当課室 予算額 (千円)

人口減少・少子化等地域対策強化費 企画部 地域振興課 35,000

移住・定住推進体制強化費 企画部 地域振興課 52,179

地域連携推進費（再掲） 企画部 総合政策課 3,920

女性活躍推進費 環境生活部 共同参画社会推進課 7,838

女性応援プロジェクト推進費 環境生活部 共同参画社会推進課 20,849

地域産業創出費（再掲） 経済商工観光部 富県宮城推進室 25,452

蛻変プロジェクト推進費 経済商工観光部 富県宮城推進室 16,100

新規 ものづくりカレッジプロジェクト推進費 経済商工観光部 富県宮城推進室 17,000

デジタル人材採用・育成支援費（再掲） 企画部 産業デジタル推進課 38,259

中小企業経営安定資金等貸付金（再掲） 経済商工観光部 商工金融課 117,841,000

［債務負担行為］ [761,000]

中小企業金融対策費（再掲） 経済商工観光部 商工金融課 1,000,000

信用保証協会経営基盤強化対策費（再掲） 経済商工観光部 商工金融課 176,000

富県宮城資金円滑化支援費（再掲） 経済商工観光部 商工金融課 17,000

県中小企業支援センター運営費 経済商工観光部 中小企業支援室 197,713

創業加速化支援費 経済商工観光部 中小企業支援室 68,073

新規
拡充

主な
事業

事業等の名称 担当部局 担当課室 予算額 (千円)

● みやぎの園芸振興プロジェクト推進費 202,776

新規 みやぎの施設園芸ネクストステージ推進費 農政部 園芸推進課 61,000

新規 はたけまるごと活用推進費 農政部 園芸推進課 60,000

大規模園芸総合推進費 農政部 園芸推進課 76,567

いちご１００億円産地育成推進費 農政部 園芸推進課 5,209

産地生産基盤パワーアップ推進費 農政部 園芸推進課 905,000

農地中間管理事業費 農政部 農業振興課 235,926

［債務負担行為］ ［25,000］

機構集積協力金 農政部 農業振興課 105,556

農業農村整備費（公共事業） 農政部 農村整備課ほか 11,717,109

［債務負担行為］ [1,300,000]

乳用牛群検定普及定着化推進費 農政部 畜産課 5,143

第１３回北海道全共出品対策費 農政部 畜産課 10,004

みやぎの畜産銘柄推進強化費 農政部 畜産課 3,954

採卵養鶏・養豚ＩＣＴ化・販路開拓促進費 農政部 畜産課 26,000

みやぎの牛づくり活性化対策費 農政部 畜産課 40,624

● 陸上養殖経営体育成費 水産林政部 水産業基盤整備課 101,354

スマート水産業推進費 水産林政部
水産業振興課

水産業基盤整備課
7,114

有用貝類毒化監視対策費 水産林政部 水産業基盤整備課 11,067

持続可能なみやぎの漁場環境づくり推進費 水産林政部 水産業基盤整備課 19,230

養殖振興プラン推進費 水産林政部 水産業基盤整備課 14,451

養殖海水温上昇対策費 水産林政部 水産業基盤整備課 3,396

伊達いわな生産体制強化推進費 水産林政部 水産業基盤整備課 490

栽培漁業推進費 水産林政部 水産業基盤整備課 48,380

漁港漁場整備費（公共事業） 水産林政部 漁港整備推進室 2,127,494
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新規
拡充

主な
事業

事業等の名称 担当部局 担当課室 予算額 (千円)

新規 ● みやぎで就活応援プロジェクト推進費 経済商工観光部 雇用対策課 29,675

● 副業・兼業人材活用支援費 経済商工観光部 雇用対策課 40,100

新規 みやぎ地域活性化雇用創造プロジェクト推進費 経済商工観光部 雇用対策課 143,300

● 外国人材マッチング支援費 経済商工観光部 国際政策課 21,602

外国人材高度化転換支援費 経済商工観光部 国際政策課 9,042

拡充 ● 日本語学校開設準備費 経済商工観光部 国際政策課 35,171

新規 ● 現地人材サポート体制構築費 経済商工観光部 国際政策課 70,000

新規 ● 外国人材受入体制モデル構築費 経済商工観光部 国際政策課 270,000

新規 外国人材現地ジョブフェア開催費 経済商工観光部 国際政策課 55,000

● 農林水産業担い手対策費 農政部ほか 農業振興課ほか 710,309

地域計画推進費 農政部 農業振興課 73,898

●
みやぎ森林・林業未来創造カレッジ運営費（再
掲）

水産林政部 林業振興課 16,003

（５） 宮城・東北の価値を高める産業基盤の整備・活用
新規
拡充

主な
事業

事業等の名称 担当部局 担当課室 予算額 (千円)

地域連携推進費（再掲） 企画部 総合政策課 3,920

中小企業経営安定資金等貸付金（再掲） 経済商工観光部 商工金融課 117,841,000

［債務負担行為］ [761,000]

中小企業金融対策費（再掲） 経済商工観光部 商工金融課 1,000,000

信用保証協会経営基盤強化対策費（再掲） 経済商工観光部 商工金融課 176,000

富県宮城資金円滑化支援費（再掲） 経済商工観光部 商工金融課 17,000

みやぎ県北高速幹線道路整備費（公共事業） 土木部 道路課 836,000

広域道路ネットワーク整備費（公共事業） 土木部 道路課 303,000

港湾事業費（公共事業等） 土木部 港湾課 1,528,015

新規
拡充

主な
事業

事業等の名称 担当部局 担当課室 予算額 (千円)

みやぎ創業推進支援費 経済商工観光部 中小企業支援室 13,930

新事業創出支援費 経済商工観光部 中小企業支援室 20,000

生産現場改善強化支援費 経済商工観光部 中小企業支援室 44,200

事業承継支援費 経済商工観光部 中小企業支援室 16,700

小規模事業者伴走型支援体制強化費 経済商工観光部 中小企業支援室 16,114

水産加工業企業力強化支援費 経済商工観光部 中小企業支援室 45,915

新規 中小企業等共同化チャレンジ支援費 経済商工観光部 中小企業支援室 4,000

新規 ものづくり産業技能向上・人材育成支援費 経済商工観光部 産業人材対策課 5,538

産業人材育成プラットフォーム推進費 経済商工観光部 産業人材対策課 1,281

ものづくり人材育成確保対策費 経済商工観光部 産業人材対策課 36,163

みやぎｄｅインターンシップ促進費 経済商工観光部 産業人材対策課 16,546

社会人との対話によるキャリア形成支援費 経済商工観光部 産業人材対策課 11,336

みやぎ学生・企業コミュ活促進費 経済商工観光部 産業人材対策課 7,284

新規 ● ものづくり企業奨学金返還支援費 経済商工観光部 産業人材対策課 3,000

● 高等技術専門校再編整備費 経済商工観光部 産業人材対策課 1,018,000

［債務負担行為］ [5,529,000]

子育てと仕事の両立のための多様な働き方支
援費

経済商工観光部 雇用対策課 36,410

● 移住・起業・就業支援費 324,140

ＵＩＪターン就業者支援費 企画部ほか 地域振興課ほか 308,076

ＵＩＪターン起業者支援費 経済商工観光部 中小企業支援室 16,064

● ＵＩＪターン学生等就職支援費 経済商工観光部 雇用対策課 19,694

プロフェッショナル人材戦略拠点運営費 経済商工観光部 雇用対策課 51,140

新規
プロフェッショナル人材戦略拠点（半導体）運営
費

経済商工観光部 雇用対策課 4,500

宮城ＵＩＪターン助成費 経済商工観光部 雇用対策課 38,000

Ｚ世代推し事（お仕事）はかどるプロジェクト推進
費

経済商工観光部 雇用対策課 31,348

48



新規
拡充

主な
事業

事業等の名称 担当部局 担当課室 予算額 (千円)

仙台塩釜港仙台港区整備費（公共事業等） 598,924

仙台国際貿易港整備費（特別会計） 土木部 港湾課 320,000

仙台国際貿易港振興対策費 土木部 港湾課 4,933

仙台港区事業費（公共事業等） 土木部 港湾課 273,991

仙台空港６００万人・５万トン実現推進費 土木部 空港臨空地域課 20,525

仙台空港地域連携・活性化推進費（再掲） 土木部 空港臨空地域課 23,000

● 航空路線誘致対策促進費 土木部 空港臨空地域課 100,000

上工下水一体官民連携運営費（企業会計） 企業局 水道経営課 34,097

企業立地型交通安全施設整備費 警察本部 警察本部 7,300
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３ 社会全体で支える宮城の子ども・子育て

（１） 結婚・出産・子育てを応援する環境の整備
新規
拡充

主な
事業

事業等の名称 担当部局 担当課室 予算額 (千円)

● 人口減少・少子化等地域対策強化費（再掲） 企画部 地域振興課 35,000

●
プロスポーツチームと連携したスポーツ機会拡
大費

企画部 スポーツ振興課 24,400

●
総合型地域スポーツクラブと連携した子育て支
援費

企画部 スポーツ振興課 15,367

都市公園プレイパーク整備費 土木部 都市計画課 4,600

女性活躍推進費（再掲） 環境生活部 共同参画社会推進課 7,838

女性応援プロジェクト推進費（再掲） 環境生活部 共同参画社会推進課 20,849

こども病院運営費負担金 保健福祉部 医療政策課 3,065,115

周産期医療対策費 保健福祉部 医療政策課 138,311

小児救急医療対策費 保健福祉部 医療政策課 36,302

● 乳幼児医療助成費 保健福祉部 子ども・家庭支援課 1,400,000

母子父子家庭医療助成費 保健福祉部 子ども・家庭支援課 180,000

不妊・不育症支援費 保健福祉部 子ども・家庭支援課 2,493

拡充 ● 不妊検査費用助成費 保健福祉部 子ども・家庭支援課 36,100

新規 ● 不妊治療医療助成費 保健福祉部 子ども・家庭支援課 150,000

新規 ● 産後ケアサービス受皿確保支援費 保健福祉部 子ども・家庭支援課 54,000

子育て支援県民運動推進費 保健福祉部 子育て社会推進課 15,861

小学校入学準備支援費 保健福祉部 子育て社会推進課 40,350

子育て世帯支援貸付金 保健福祉部 子育て社会推進課 230,171

●
結婚応援パスポート・子育て支援パスポート普
及費

保健福祉部 子育て社会推進課 9,625

● 授乳室設置促進費 保健福祉部 子育て社会推進課 42,612

保育士確保支援費 保健福祉部 子育て社会推進課 245,984

保育士離職防止支援費 保健福祉部 子育て社会推進課 66,289

認定こども園促進費 保健福祉部 子育て社会推進課 40,407

● 待機児童解消推進費（再掲） 保健福祉部 子育て社会推進課 240,412

新規
拡充

主な
事業

事業等の名称 担当部局 担当課室 予算額 (千円)

● 地域子ども・子育て支援費 保健福祉部 子育て社会推進課 3,100,000

子ども・子育て支援人材育成費 保健福祉部 子育て社会推進課 13,945

拡充 ● 若い世代への少子化対策強化費 保健福祉部 子育て社会推進課 50,424

保育士・保育所支援センター設置費 保健福祉部 子育て社会推進課 17,695

幼児教育無償化推進費 保健福祉部ほか 子育て社会推進課ほか 3,745,459

拡充 ● 少子化対策支援市町村交付金 保健福祉部 子育て社会推進課 292,000

● 出産・子育て応援交付金 保健福祉部
子育て社会推進課
子ども・家庭支援課

259,000

乳児院整備支援費 保健福祉部 子ども・家庭支援課 12,844

多様な子どもの安心子育て支援費 保健福祉部 精神保健推進室 6,945

● 医療的ケア等体制整備推進費 保健福祉部 精神保健推進室 37,370

医療的ケア推進費 教育庁 特別支援教育課 260,662

医療的ケア児通学支援モデル構築費 教育庁 特別支援教育課 1,798

● 発達障害児者総合支援費 保健福祉部 精神保健推進室 122,608

（２） 家庭・地域・学校の連携・協働による子どもを支える体制の構築
新規
拡充

主な
事業

事業等の名称 担当部局 担当課室 予算額 (千円)

拡充 フードバンク支援費 保健福祉部 社会福祉課 11,854

学習支援費 保健福祉部 社会福祉課 61,405

親子滞在型支援施設設置費（再掲） 保健福祉部 子ども・家庭支援課 23,274

要保護児童学習支援費 保健福祉部 子ども・家庭支援課 1,161

子どもメンタルサポート推進費 保健福祉部 子ども・家庭支援課 34,526

● 児童虐待対策費 保健福祉部 子ども・家庭支援課 148,000

里親等支援センター費（再掲） 保健福祉部 子ども・家庭支援課 43,694

養育費確保対策費 保健福祉部 子ども・家庭支援課 2,615

● 児童相談所音声マイニングシステム運営費 保健福祉部 子ども・家庭支援課 12,000

ＤＶ被害者支援費 保健福祉部 子ども・家庭支援課 38,268
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新規
拡充

主な
事業

事業等の名称 担当部局 担当課室 予算額 (千円)

● 子どもの貧困対策推進費 保健福祉部 子育て社会推進課 16,353

● ヤングケアラー支援体制整備費 保健福祉部 子ども・家庭支援課 13,285

児童養護施設整備支援費 保健福祉部 子ども・家庭支援課 61,347

基本的生活習慣定着促進費 教育庁 義務教育課 7,663

学ぶ土台づくり推進費 教育庁 義務教育課 8,269

● コミュニティ・スクール推進費 9,738

小中学校コミュニティ・スクール推進費 教育庁 義務教育課 289

県立高校コミュニティ・スクール推進費 教育庁 高校教育課 6,949

県立特別支援学校コミュニティ・スクール推進費 教育庁 特別支援教育課 2,500

拡充
視覚・聴覚障害のある乳幼児への教育相談体
制整備費

教育庁 特別支援教育課 7,792

協働教育推進費 教育庁 生涯学習課 58,242

（３） 多様で変化する社会に適応し、活躍できる力の育成
新規
拡充

主な
事業

事業等の名称 担当部局 担当課室 予算額 (千円)

みやぎ若者活躍応援費 環境生活部 共同参画社会推進課 2,554

基本的生活習慣定着促進費（再掲） 教育庁 義務教育課 7,663

学ぶ土台づくり推進費（再掲） 教育庁 義務教育課 8,269

教育ＩＣＴ活用促進費 教育庁 教育企画室 42,643

● 学力向上推進費 教育庁
義務教育課
高校教育課

64,841

● 地域進学重点校改革推進費 教育庁 高校教育課 8,873

地学地就産業人材育成費 教育庁 高校教育課 57,897

● 部活動指導員配置促進費 教育庁
保健体育安全課

生涯学習課
67,235

● 部活動地域移行推進費 教育庁ほか
保健体育安全課
生涯学習課ほか

46,912

体力・運動能力向上推進費 教育庁 保健体育安全課 15,432

英語力向上推進費 教育庁 義務教育課 5,552

みやぎグローバル人材育成費 教育庁
教職員課

高校教育課
123,712

新規
拡充

主な
事業

事業等の名称 担当部局 担当課室 予算額 (千円)

英語実践力向上推進費 教育庁 高校教育課 4,009

新規 志教育推進地区指定事業費 教育庁 義務教育課 2,000

高等学校志教育推進費 教育庁 高校教育課 6,009

進路達成支援費 教育庁 高校教育課 3,127

みやぎクラフトマン２１事業費 教育庁 高校教育課 5,100

新規 専門教育次世代人財プロジェクト事業費 教育庁 高校教育課 3,031

（４） 安心して学び続けることができる教育体制の整備
新規
拡充

主な
事業

事業等の名称 担当部局 担当課室 予算額 (千円)

教育ＩＣＴ活用促進費（再掲） 教育庁 教育企画室 42,643

ＩＣＴ教育環境整備促進費 教育庁 義務教育課ほか 384,792

● 教育ＤＸ推進費 教育庁
教職員課

高校教育課
30,613

● 外国人児童生徒受入拡大対応費 教育庁 義務教育課 13,467

新規 ● みやぎ「学びのＤＸ」推進費 教育庁 義務教育課 13,500

新規 採点業務デジタル化推進費 教育庁 高校教育課 40,500

拡充 ● スクールサポートスタッフ配置費 教育庁 教職員課 161,700

学校業務改善支援費 教育庁 教職員課 6,000

ＩＣＴを活用した研究・研修推進費 教育庁 教職員課 10,109

拡充 ● 児童生徒支援体制整備推進費 教育庁
義務教育課
高校教育課

特別支援教育課
347,838

● 学び支援教室等運営費 教育庁 義務教育課 57,172

特別支援教育総合推進費 教育庁 特別支援教育課 8,138

共に学ぶ教育推進モデル事業費 教育庁 特別支援教育課 3,863

学びの多様性を活かした教育プログラム開発
費

教育庁 特別支援教育課 3,470

特別な支援が必要な児童生徒へのＩＣＴ活用教
育推進費

教育庁 特別支援教育課 1,750

学びを通じた共生社会推進費 教育庁 生涯学習課 6,403
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新規
拡充

主な
事業

事業等の名称 担当部局 担当課室 予算額 (千円)

● 県立学校施設整備費 教育庁 施設整備課 11,831,466

［債務負担行為］ [7,912,000]

特別支援学校狭隘化対策費 教育庁 特別支援教育課 153,049

幼児教育無償化推進費（再掲） 保健福祉部ほか 子育て社会推進課ほか 3,745,459

遺児等修学支援費 教育庁 総務課 159,590

● 私立学校助成費 総務部 私学・公益法人課 10,012,833

新規 私立幼稚園等運営体制支援費 総務部 私学・公益法人課 23,000

私立学校安全設備整備助成費 総務部 私学・公益法人課 30,000

私立高等学校入学金軽減支援費 総務部 私学・公益法人課 31,000

● 私立高等学校等就学支援費 総務部 私学・公益法人課 4,861,674

私立高等学校等修学支援費 総務部 私学・公益法人課 237,051

私立専門学校修学支援費 総務部 私学・公益法人課 1,360,000

● 公立高等学校就学支援費 教育庁 高校財務・就学支援室 3,631,484

高等学校等修学支援費 教育庁 高校財務・就学支援室 563,925

公立大学法人宮城大学修学支援費 総務部 私学・公益法人課 110,000

公立大学法人宮城大学運営費交付金 総務部 私学・公益法人課 2,816,641
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４ 誰もが安心していきいきと暮らせる地域社会づくり

（１） 就労や地域活動を通じた多様な主体の社会参画の促進
新規
拡充

主な
事業

事業等の名称 担当部局 担当課室 予算額 (千円)

宮城県戦略的魅力発信費 総務部 広報課 22,545

地域連携推進費（再掲） 企画部 総合政策課 3,920

新規 県民アンケートアプリ導入費 企画部 総合政策課 1,320

過疎地域等特定地域振興推進費 企画部 地域振興課 5,600

人口減少・少子化等地域対策強化費（再掲） 企画部 地域振興課 35,000

● 移住・定住推進体制強化費（再掲） 企画部 地域振興課 52,179

移住支援金支給費 企画部 地域振興課 292,212

オープンデータ利活用促進費 企画部 デジタルみやぎ推進課 7,367

ＮＰＯ活動推進費 環境生活部 共同参画社会推進課 8,580

みやぎ若者活躍応援費（再掲） 環境生活部 共同参画社会推進課 2,554

女性活躍推進費（再掲） 環境生活部 共同参画社会推進課 7,838

● 女性応援プロジェクト推進費（再掲） 環境生活部 共同参画社会推進課 20,849

拡充 ● 動物愛護推進費 環境生活部 食と暮らしの安全推進課 17,568

地域共生社会形成推進費 保健福祉部 社会福祉課 5,973

生活福祉資金貸付費 保健福祉部 社会福祉課 23,648

福祉・介護人材マッチング機能強化費 保健福祉部 社会福祉課 19,087

退所児童等アフターケア体制整備費 保健福祉部 子ども・家庭支援課 47,410

ひとり親自立支援費 保健福祉部 子ども・家庭支援課 70,090

生活困窮者自立支援費 保健福祉部 社会福祉課 136,915

ひきこもり対策推進費 保健福祉部 精神保健推進室 38,323

障害者就業・生活支援費 保健福祉部 障害福祉課 77,114

図書館蔵書デジタル化拠点整備費 保健福祉部 障害福祉課 10,000

働く障害者のための官民応援共生社会推進費 保健福祉部 障害福祉課 7,800

ＩＴ市場での精神障害者等就労促進費 保健福祉部 障害福祉課 4,180

新規
拡充

主な
事業

事業等の名称 担当部局 担当課室 予算額 (千円)

新規
ひきこもり等就労困難者のための中間就労促
進費

保健福祉部 障害福祉課 10,000

障害者就労における連携構築支援費 保健福祉部 障害福祉課 24,232

●
Ｚ世代推し事（お仕事）はかどるプロジェクト推進
費（再掲）

経済商工観光部 雇用対策課 31,348

新規 みやぎで就活応援プロジェクト推進費（再掲） 経済商工観光部 雇用対策課 29,675

● 障害者雇用推進費 経済商工観光部 雇用対策課 33,858

若年者就職支援ワンストップセンター運営費 経済商工観光部 雇用対策課 61,346

みやぎの若者の職業的自立支援対策費 経済商工観光部 雇用対策課 2,022

就職氷河期世代支援費 経済商工観光部 雇用対策課 43,240

多文化共生推進費 経済商工観光部 国際政策課 17,096

外国人材マッチング支援費（再掲） 経済商工観光部 国際政策課 21,602

外国人材高度化転換支援費（再掲） 経済商工観光部 国際政策課 9,042

地域日本語教育体制構築費 経済商工観光部 国際政策課 6,416

日本語学校開設準備費（再掲） 経済商工観光部 国際政策課 35,171

新規 外国人材受入体制モデル構築費（再掲） 経済商工観光部 国際政策課 270,000

外国人児童生徒受入拡大対応費（再掲） 教育庁 義務教育課 13,467

● みやぎ農業女子育成プロジェクト推進費 農政部 農業振興課 21,675

オーダーメイド型農活支援費 農政部 農業振興課 26,361

令和のむらづくり推進費 農政部 農山漁村なりわい課 17,521

● 水産加工業女性活躍推進費 水産林政部 水産業振興課 6,027

（２） 文化芸術・スポーツ活動と生涯学習の振興
新規
拡充

主な
事業

事業等の名称 担当部局 担当課室 予算額 (千円)

オリンピック・パラリンピック競技大会レガシー継
承費

企画部 スポーツ振興課 7,700

プロスポーツチームと連携したスポーツ機会拡
大費（再掲）

企画部 スポーツ振興課 24,400

スポーツ選手強化対策費 企画部 スポーツ振興課 136,540

新規 ● スポーツ人材等確保対策費 企画部 スポーツ振興課 7,000
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新規
拡充

主な
事業

事業等の名称 担当部局 担当課室 予算額 (千円)

新規 県民スポーツ活性化推進費 企画部 スポーツ振興課 20,000

広域スポーツセンター事業費 企画部 スポーツ振興課 7,420

みやぎ県民文化創造の祭典開催費 環境生活部 消費生活・文化課 14,900

● 県民会館・ＮＰＯプラザ複合施設整備費 環境生活部 消費生活・文化課 370,600

［債務負担行為］ [39,459,000]

県民会館・ＮＰＯプラザ複合施設整備推進費 環境生活部 消費生活・文化課 33,800

図書館貴重資料保存修復費 教育庁 生涯学習課 16,555

● 美術館リニューアル整備費 教育庁 生涯学習課 1,544,200

拡充 ● 多賀城創建１３００年記念事業費
経済商工観光部

教育庁
観光政策課
文化財課

66,940

協働教育推進費（再掲） 教育庁 生涯学習課 58,242

（３） 生涯を通じた健康づくりと持続可能な医療・介護サービスの提供
新規
拡充

主な
事業

事業等の名称 担当部局 担当課室 予算額 (千円)

みやぎ２１健康プラン推進費 保健福祉部 健康推進課 30,130

● スマートみやぎプロジェクト推進費 保健福祉部 健康推進課 15,606

みやぎのデータヘルス推進費 保健福祉部 健康推進課 4,347

受動喫煙防止対策推進費 保健福祉部 健康推進課 2,011

歯科保健対策費 保健福祉部 健康推進課 37,955

地域・大学連携による健康づくり対策促進費 保健福祉部 健康推進課 4,827

糖尿病医療従事者養成費 保健福祉部 健康推進課 10,000

新規 みやぎの食環境づくり推進費 保健福祉部 健康推進課 4,263

みやぎの食育推進費 保健福祉部 健康推進課 5,157

自治体病院等医師確保対策費 保健福祉部 医療人材対策室 114,138

［債務負担行為］ [42,000]

● 医療機関勤務環境改善費 保健福祉部 医療人材対策室 221,789

新規 看護補助者処遇改善支援費 保健福祉部 医療人材対策室 120,000

新規
拡充

主な
事業

事業等の名称 担当部局 担当課室 予算額 (千円)

● 女性医師就労支援費 保健福祉部 医療人材対策室 44,210

県立病院機構運営費負担金 保健福祉部 医療政策課 2,965,977

救急医療施設運営費 保健福祉部 医療政策課 201,730

救急搬送情報共有システム運営費 保健福祉部 医療政策課 24,109

救急患者退院コーディネーター配置費 保健福祉部 医療政策課 99,803

救急電話相談費 保健福祉部 医療政策課 45,887

ドクターヘリ運航費 保健福祉部 医療政策課 322,203

地域の中核的な病院整備推進費 保健福祉部 医療政策課 210,000

● 病床機能再編支援費 保健福祉部 医療政策課 102,600

● 病床機能分化・連携推進基盤整備費 保健福祉部 医療政策課 162,302

● 仙台医療圏地域医療構想推進費 保健福祉部 医療政策課 19,723

看護職員定着促進費 保健福祉部 医療人材対策室 22,659

バリアフリーみやぎ推進費 保健福祉部 社会福祉課 582

認知症地域ケア推進費 保健福祉部 長寿社会政策課 12,696

認知症疾患医療センター運営支援費 保健福祉部 長寿社会政策課 53,264

認知症対策費 保健福祉部 長寿社会政策課 23,282

地域包括ケアシステム体制推進費 73,929

在宅医療連携推進費 保健福祉部 医療政策課 22,282

在宅医療人材育成費 保健福祉部 医療政策課 14,284

● 地域包括ケア総合推進・支援費 保健福祉部 長寿社会政策課 33,786

認定薬局等の整備促進費 保健福祉部 薬務課 3,577

生活支援サービス開発支援費 保健福祉部 長寿社会政策課 41,434

介護保険研修推進費 保健福祉部 長寿社会政策課 11,504

介護人材確保推進費 保健福祉部 長寿社会政策課 49,495

介護職員初任者研修受講支援費 保健福祉部 長寿社会政策課 40,622
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新規
拡充

主な
事業

事業等の名称 担当部局 担当課室 予算額 (千円)

● 介護人材確保対策緊急アクションプラン推進費 保健福祉部 長寿社会政策課 127,953

福祉系高校修学資金等貸付金 保健福祉部 長寿社会政策課 18,018

● 特別養護老人ホーム建設等支援費 1,152,500

特別養護老人ホーム建設支援費 保健福祉部 長寿社会政策課 757,500

特別養護老人ホーム等大規模改修支援費 保健福祉部 長寿社会政策課 395,000

地域密着型介護基盤等整備費 保健福祉部 長寿社会政策課 1,752,757

地域介護・福祉空間整備等支援費 保健福祉部 長寿社会政策課 82,544

がん対策総合推進費 保健福祉部 健康推進課 93,722

新規 若年がん患者在宅療養支援費 保健福祉部 健康推進課 911

がん患者生殖機能温存治療助成費 保健福祉部 健康推進課 6,215

感染症対策費 71,289

エイズ等対策費 保健福祉部 疾病・感染症対策課 3,354

感染症指定医療機関運営助成費 保健福祉部 疾病・感染症対策課 67,935

予防接種対策費 保健福祉部 疾病・感染症対策課 1,500

肝炎対策費 保健福祉部 疾病・感染症対策課 138,551

新型インフルエンザ等対策費 保健福祉部 疾病・感染症対策課ほか 52,732

精神科救急医療システム運営費 保健福祉部 精神保健推進室 114,313

てんかん地域診療連携体制整備費 保健福祉部 精神保健推進室 2,534

依存症対策総合支援費 保健福祉部 精神保健推進室 9,964

摂食障害治療支援費 保健福祉部 精神保健推進室 5,907

骨髄提供希望者登録推進費 保健福祉部 薬務課 4,758

薬剤師確保対策費 保健福祉部 薬務課 13,973

（４） 障害の有無に関わらず安心して暮らせる社会の実現
新規
拡充

主な
事業

事業等の名称 担当部局 担当課室 予算額 (千円)

在宅医療連携推進費（再掲） 保健福祉部 医療政策課 22,282

難病等在宅患者対策費 保健福祉部 疾病・感染症対策課 11,909

難病特別対策推進費 保健福祉部 疾病・感染症対策課 31,775

アレルギー疾患連携推進費 保健福祉部 疾病・感染症対策課 2,011

情報保障・合理的配慮推進費 保健福祉部 障害福祉課 29,650

高次脳機能障害者支援費 保健福祉部 精神保健推進室 1,958

● ひきこもり対策推進費（再掲） 保健福祉部 精神保健推進室 38,323

自死対策費 保健福祉部 精神保健推進室 3,713

自死対策強化費 保健福祉部 精神保健推進室 92,186

障害者医療助成費 保健福祉部 障害福祉課 1,916,000

障害福祉関係施設人材確保支援費 保健福祉部 障害福祉課 9,990

● 障害者差別のない共生社会推進費 保健福祉部 障害福祉課 13,000

拡充 ● 障害者アート作品を通じた相互理解促進費 保健福祉部 障害福祉課 15,000

障害者虐待防止・差別解消推進費 保健福祉部 障害福祉課 6,396

障害福祉施設介護人材確保・育成支援費 保健福祉部 障害福祉課 7,459

聴覚障害者情報センター運営費 保健福祉部 障害福祉課 39,094

医療的ケア等体制整備推進費（再掲） 保健福祉部 精神保健推進室 37,370

発達障害児者総合支援費（再掲） 保健福祉部 精神保健推進室 122,608

新規 重症心身障害児者支援体制構築費 保健福祉部 障害福祉課 11,300

新規
船形の郷を活用した民間障害福祉施設技術力
向上費

保健福祉部 障害福祉課 2,520

障害者就業・生活支援費（再掲） 保健福祉部 障害福祉課 77,114

図書館蔵書デジタル化拠点整備費（再掲） 保健福祉部 障害福祉課 10,000

●
働く障害者のための官民応援共生社会推進費
（再掲）

保健福祉部 障害福祉課 7,800

● ＩＴ市場での精神障害者等就労促進費（再掲） 保健福祉部 障害福祉課 4,180
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新規
拡充

主な
事業

事業等の名称 担当部局 担当課室 予算額 (千円)

新規
ひきこもり等就労困難者のための中間就労促
進費（再掲）

保健福祉部 障害福祉課 10,000

障害者就労における連携構築支援費（再掲） 保健福祉部 障害福祉課 24,232

新規 ●
精神障害にも対応した地域包括ケアシステム
の構築推進費

保健福祉部 精神保健推進室 49,204

障害者福祉施設整備支援費 保健福祉部 障害福祉課 951,941

船形の郷建替整備費 保健福祉部 障害福祉課 646,542

特別支援教育総合推進費（再掲） 教育庁 特別支援教育課 8,138

医療的ケア児通学支援モデル構築費（再掲） 教育庁 特別支援教育課 1,798

共に学ぶ教育推進モデル事業費（再掲） 教育庁 特別支援教育課 3,863

（５） 暮らし続けられる安全安心な地域の形成
新規
拡充

主な
事業

事業等の名称 担当部局 担当課室 予算額 (千円)

離島航路対策費 企画部 地域交通政策課 331,286

拡充 地方生活バス路線対策費 企画部 地域交通政策課 155,418

拡充 地方鉄道対策費 企画部 地域交通政策課 399,358

消費生活対策費 環境生活部 消費生活・文化課 52,027

拡充 ● 安全・安心まちづくり推進費 環境生活部 共同参画社会推進課 32,300

再犯防止推進費 保健福祉部 社会福祉課 3,586

危険ドラッグ対策費 保健福祉部 薬務課 1,203

薬物乱用防止推進費 保健福祉部 薬務課 1,762

地域ポイント等導入支援費（再掲） 経済商工観光部 富県宮城推進室 14,000

次世代型商店街形成支援費（再掲） 経済商工観光部 商工金融課 14,500

商店街ＮＥＸＴリーダー創出費（再掲） 経済商工観光部 商工金融課 8,300

地域の買い物機能強化支援費（再掲） 経済商工観光部 商工金融課 6,050

都市計画基礎調査費 土木部 都市計画課 65,949

街路事業費（公共事業） 土木部 都市計画課 1,369,436

［債務負担行為］ [770,000]

新規
拡充

主な
事業

事業等の名称 担当部局 担当課室 予算額 (千円)

交番・駐在所建設費 警察本部 警察本部 122,272

● 警察署建設費 警察本部 警察本部 2,416,800

交番相談員等設置費 警察本部 警察本部 194,703

拡充 ● 特殊詐欺被害防止対策費 警察本部 警察本部 19,693

拡充 ● サイバー犯罪対策推進費 警察本部 警察本部 39,575

安全安心なまち創生費 警察本部 警察本部 11,657

交通安全施設等整備費 4,491,802

道路管理者分 土木部 道路課 1,424,765

公安委員会分 警察本部 警察本部 3,067,037
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５ 強靭で自然と調和した県土づくり

（１） 環境負荷の少ない地域経済システム・生活スタイルの確立
新規
拡充

主な
事業

事業等の名称 担当部局 担当課室 予算額 (千円)

● ２０５０ゼロカーボン推進費 環境生活部 環境政策課 33,900

みやぎ環境税広報費 環境生活部 環境政策課 4,898

みやぎ環境税市町村支援費 環境生活部 環境政策課 320,099

児童・生徒のための環境教育推進費 環境生活部 環境政策課 2,503

新規 ● 県有施設脱炭素化推進費 環境生活部 環境政策課 35,000

● みやぎ二酸化炭素排出削減支援費 環境生活部 環境政策課 306,000

みやぎ新エネルギー・環境関連産業振興支援
費

環境生活部 環境政策課 29,526

● 自家消費型太陽光発電設備導入支援費 環境生活部 環境政策課 220,000

● スマートエネルギー住宅普及促進費 環境生活部 再生可能エネルギー室 331,000

新規 ● 再生可能エネルギー地域共生推進費 環境生活部 再生可能エネルギー室 7,400

新規 再生可能エネルギー地域理解促進費 環境生活部 再生可能エネルギー室 10,000

再生可能エネルギーを活用した地域づくり支援
費

環境生活部 再生可能エネルギー室 14,300

Ｊ－クレジット導入費 環境生活部 再生可能エネルギー室 886

● 水素エネルギー利活用推進費 101,924

燃料電池自動車導入推進費 環境生活部 再生可能エネルギー室 47,400

水素エネルギー利活用普及促進費 環境生活部 再生可能エネルギー室 52,600

水素エネルギー産業創出費 環境生活部 再生可能エネルギー室 1,000

ＦＣ産業用車両普及促進費 環境生活部 再生可能エネルギー室 924

●
太陽光発電を活用したＥＶ利用モデル等導入促
進費

環境生活部 再生可能エネルギー室 57,000

新規 再エネ電力調達マッチング支援費 環境生活部 再生可能エネルギー室 9,600

循環型社会形成推進費 環境生活部 循環型社会推進課 16,600

● 食品ロス削減推進費 環境生活部 循環型社会推進課 2,800

みやぎの３Ｒ普及啓発費 環境生活部 循環型社会推進課 12,000

環境産業コーディネーター派遣費 環境生活部 循環型社会推進課 22,500

新規
拡充

主な
事業

事業等の名称 担当部局 担当課室 予算額 (千円)

みやぎ産業廃棄物３Ｒ等推進支援費 環境生活部 循環型社会推進課 176,100

新規 資源循環利用促進費 環境生活部 循環型社会推進課 3,300

ＰＣＢ廃棄物処理推進費 環境生活部 廃棄物対策課 27,209

グリーンな栽培体系への転換サポート費 農政部 農業振興課 32,400

みどりの食料システム戦略推進費 農政部 農業政策室 4,921

新規 みやぎ由来の肥料増産推進費 農政部 みやぎ米推進課 1,395

みやぎの有機農業推進費 農政部 みやぎ米推進課 13,659

環境保全型農業直接支援対策費 農政部 みやぎ米推進課 129,111

県産材利用サステナブル住宅普及促進費 水産林政部 林業振興課 270,283

温暖化防止間伐推進費 水産林政部 森林整備課 65,126

再造林推進費 水産林政部 森林整備課 122,639

ダム発電導入費 土木部 河川課 150,000

小水力発電導入費（企業会計） 企業局 水道経営課 1,170,000

太陽光発電導入費（企業会計） 企業局 水道経営課 389,300

（２） 豊かな自然と共生・調和する社会の構築
新規
拡充

主な
事業

事業等の名称 担当部局 担当課室 予算額 (千円)

● 湿地環境保全・利活用推進費 環境生活部 自然保護課 79,334

蒲生干潟自然再生推進費 環境生活部 自然保護課 207

生物多様性総合推進費 環境生活部 自然保護課 8,035

● 野生鳥獣保護管理対策費 環境生活部 自然保護課 368,604

狩猟者確保対策費 環境生活部 自然保護課 3,460

● 鳥獣害防止対策費（再掲） 農政部 農山漁村なりわい課 495,612

昭和万葉の森アカマツ林保全費 環境生活部 自然保護課 1,372

環境緑化推進費 環境生活部 自然保護課 7,130

森林環境共生育成費 環境生活部 自然保護課 2,305
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新規
拡充

主な
事業

事業等の名称 担当部局 担当課室 予算額 (千円)

大気汚染観測局管理費 環境生活部 環境対策課 120,928

海岸漂着物等地域対策推進費 環境生活部 循環型社会推進課 4,310

令和のむらづくり推進費（再掲） 農政部 農山漁村なりわい課 17,521

農産物直売所ラストワンマイル実証費 農政部 農山漁村なりわい課 3,800

中山間地域等直接支払交付金事業費 農政部 農山漁村なりわい課 266,000

みやぎの地域資源保全活用支援費 農政部 農山漁村なりわい課 13,000

農業農村多面的機能維持向上費 農政部 農山漁村なりわい課 2,190,000

新規 ● 農泊地域周遊ビジネスモデル構築費 農政部 農山漁村なりわい課 4,500

新規 地域資源活用型なりわいづくり推進費 農政部 農山漁村なりわい課 13,230

家畜伝染病予防費 農政部 家畜防疫対策室 108,837

未来へつなぐ豊かな海づくり推進費 水産林政部 水産林業政策室 505

海況変化対応推進費 水産林政部 水産業振興課 4,403

持続可能なみやぎの漁場環境づくり推進費（再
掲）

水産林政部 水産業基盤整備課 19,230

森林経営管理市町村支援費（再掲） 水産林政部 林業振興課 87,414

森林病害虫等防除費 水産林政部 森林整備課 231,445

マツ林景観保全費 水産林政部 森林整備課 28,566

ナラ林等保全対策費 水産林政部 森林整備課 18,923

海岸防災林普及啓発費 水産林政部 森林整備課 5,736

自伐型林業育成支援費 水産林政部 森林整備課 4,448

● 第４８回全国育樹祭推進費 水産林政部 全国育樹祭推進室 73,966

（３） 大規模化・多様化する災害への対策の強化
新規
拡充

主な
事業

事業等の名称 担当部局 担当課室 予算額 (千円)

新規 ● 東京職員宿舎再整備費 総務部 職員厚生課 3,099,000

防災ヘリコプター活動拠点管理運営費 復興・危機管理部 消防課 360,164

消防学校運営費 復興・危機管理部 消防課 424,807

● 地域防災リーダー育成等推進費 復興・危機管理部 防災推進課 25,655

女性の視点を取り入れた地域防災推進費 復興・危機管理部 防災推進課 1,840

新規 大規模地震フォローアップ事業費（再掲） 復興・危機管理部 防災推進課 37,400

新規 消防団活動理解促進費 復興・危機管理部 消防課 3,600

新規 ● 自然災害避難支援アプリ導入支援費 復興・危機管理部 復興・危機管理総務課 7,400

● 地域レジリエンス強化費 復興・危機管理部 復興支援・伝承課 25,420

環境放射能等監視体制整備費 復興・危機管理部 原子力安全対策課 188,245

放射線・放射能広報費 復興・危機管理部 原子力安全対策課 29,216

● 原子力防災活動強化費 復興・危機管理部 原子力安全対策課 395,864

● 緊急時避難円滑化推進費 復興・危機管理部 原子力安全対策課 174,029

原子力災害避難支援アプリ導入費 復興・危機管理部 原子力安全対策課 2,800

新規 安全確保交付金 復興・危機管理部 原子力安全対策課 200,000

● 地域連携型学校防災体制構築等推進費 教育庁 保健体育安全課 20,271

県有施設レジリエンス強化費 環境生活部 環境政策課 1,030,623

災害医療体制強化費 保健福祉部 医療政策課 50,498

原子力災害医療体制強化費 保健福祉部 医療政策課 10,500

中小企業ＢＣＰ策定支援費 経済商工観光部 中小企業支援室 118

新規
中小企業等ＢＣＰ・事業継続力強化計画実践支
援費

経済商工観光部 中小企業支援室 25,000

田んぼダム普及拡大推進費 農政部 農村振興課 5,000

防災重点ため池緊急対策費（公共事業） 農政部 農村整備課 560,818

［債務負担行為］ [305,000]
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新規
拡充

主な
事業

事業等の名称 担当部局 担当課室 予算額 (千円)

● 海岸保全施設整備費（公共事業） 水産林政部 漁港整備推進室 1,670,000

治山事業費（公共事業） 水産林政部 森林整備課 1,114,782

● 地域建設産業災害対応力強化支援費 土木部 事業管理課 30,000

災害防除事業費（公共事業） 土木部 道路課 1,086,366

［債務負担行為］ [420,000]

● 新・災害に強い川づくり緊急対策費（公共事業） 567,000

大規模特定河川事業費 土木部 河川課 157,500

［債務負担行為］ [150,000]

河川改良費 土木部 河川課 409,500

［債務負担行為］ [200,000]

河川災害復旧助成費（公共事業） 土木部 防災砂防課 544,425

土砂災害基礎調査費（公共事業） 土木部 防災砂防課 68,040

土砂災害対策費（公共事業） 土木部 防災砂防課 2,116,590

［債務負担行為］ [310,000]

ダム建設費（公共事業等） 土木部 河川課 2,334,391

［債務負担行為］ [1,380,000]

広域防災拠点整備費（再掲） 土木部 都市計画課 504,000

木造住宅等震災対策費 土木部 建築宅地課 60,906

小学校スクールゾーン内ブロック塀等除却助成
費

土木部 建築宅地課 15,347

防災教育等研修費 教育庁 教職員課 2,937

警察施設震災対策促進費 警察本部 警察本部 124,027

［債務負担行為］ [55,000]

災害対応型交通安全施設整備費 警察本部 警察本部 39,100

新規
拡充

主な
事業

事業等の名称 担当部局 担当課室 予算額 (千円)

公共施設等長寿命化対策費 40,443,727

公共施設等施設改修費 総務部ほか 管財課ほか 5,886,051

公共土木施設等維持補修費（公共事業） 土木部ほか 道路課ほか 22,264,301

学校施設改修費 教育庁 施設整備課 9,873,767

文化関係施設改修費 環境生活部ほか 消費生活・文化課ほか 424,375

スポーツ施設改修費 企画部 スポーツ振興課 1,995,233

災害復旧費 土木部ほか 防災砂防課ほか 7,340,235 

（４） 生活を支える社会資本の整備、維持・管理体制の充実
新規
拡充

主な
事業

事業等の名称 担当部局 担当課室 予算額 (千円)

水道基盤強化計画策定費 環境生活部 食と暮らしの安全推進課 28,811

小水力等農村地域資源利活用促進費（公共事
業）

農政部 農村振興課 21,000

農業用ため池安全対策費（公共事業） 農政部 農村整備課 106,654

土地改良施設維持管理適正化費（公共事業等） 農政部 農村整備課 605,084

中山間地域等直接支払交付金事業費（再掲） 農政部 農山漁村なりわい課 266,000

農業農村多面的機能維持向上費（再掲） 農政部 農山漁村なりわい課 2,190,000

● 県民参加型インフラ維持管理システム運用費 土木部 土木総務課 2,640

ダム建設費（公共事業等）（再掲） 土木部 河川課 2,334,391

［債務負担行為］ [1,380,000]

●
上工下水一体官民連携運営費（企業会計）（再
掲）

企業局 水道経営課 34,097

広域水道基幹施設耐震化推進費（企業会計） 企業局 水道経営課 1,493,413

流域下水道建設費（企業会計） 企業局 水道経営課 6,527,529
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６ デジタル技術の活用

（１） 最適化による県民サービスの向上
新規
拡充

主な
事業

事業等の名称 担当部局 担当課室 予算額 (千円)

行政手続等デジタル化推進費 総務部 行政経営推進課 2,830

児童相談所音声マイニングシステム運営費（再
掲）

保健福祉部 子ども・家庭支援課 12,000

地方税電子申告システム運用費 総務部 税務課 121,894

コンビニ収納等システム運用費 総務部 税務課 34,196

預貯金照会システム運用費 総務部 税務課 6,520

新規 県民アンケートアプリ導入費（再掲） 企画部 総合政策課 1,320

拡充 ● 電子申請システム構築費 企画部 デジタルみやぎ推進課 54,831

無料公衆無線ＬＡＮ整備費 企画部 デジタルみやぎ推進課 43,666

マイナンバーカード普及促進費 企画部 デジタルみやぎ推進課 19,979

● 市町村ＤＸ推進支援費 企画部 デジタルみやぎ推進課 10,000

オープンデータ利活用促進費（再掲） 企画部 デジタルみやぎ推進課 7,367

みやぎ障害者ＩＴサポート費 保健福祉部 障害福祉課 14,754

新規 ● 電子収納促進費 出納局 会計課 77,753

教育ＩＣＴ活用促進費（再掲） 教育庁 教育企画室 42,643

（２） 地域の課題解決と活力の創出
新規
拡充

主な
事業

事業等の名称 担当部局 担当課室 予算額 (千円)

原子力災害避難支援アプリ導入費（再掲） 復興・危機管理部 原子力安全対策課 2,800

自然災害避難支援アプリ導入支援費（再掲） 復興・危機管理部 復興・危機管理総務課 7,400

拡充 ● ＤＸみやぎ推進費 企画部 デジタルみやぎ推進課 46,000

食品ロス削減推進費（再掲） 環境生活部 循環型社会推進課 2,800

救急搬送情報共有システム運営費（再掲） 保健福祉部 医療政策課 24,109

ＩＴ市場での精神障害者等就労促進費（再掲） 保健福祉部 障害福祉課 4,180

● 地域ポイント等導入支援費（再掲） 経済商工観光部 富県宮城推進室 14,000

ものづくり中小企業“生産性向上実現”ＤＸ戦略
推進費（再掲）

経済商工観光部 新産業振興課 62,800

新規 ●
デジタル身分証アプリを活用した地域周遊促進
費（再掲）

経済商工観光部 観光プロモーション推進室 10,000

新規
拡充

主な
事業

事業等の名称 担当部局 担当課室 予算額 (千円)

情報通信関連企業立地促進奨励費 企画部 産業デジタル推進課 100,000

みやぎＩＴ商品販売・導入促進費（再掲） 企画部 産業デジタル推進課 17,278

デジタル人材採用・育成支援費（再掲） 企画部 産業デジタル推進課 38,259

先進的デジタル産業振興支援費（再掲） 企画部 産業デジタル推進課 15,795

拡充 DX関連スタートアップ支援費（再掲） 企画部 産業デジタル推進課 27,763

産業デジタル化支援費（再掲） 企画部 産業デジタル推進課 30,003

中小企業等デジタル化支援費（再掲） 経済商工観光部 中小企業支援室 236,700

拡充 県産品デジタルマーケティング推進費（再掲） 農政部 食産業振興課 75,193

デジタル田園普及推進費（再掲） 農政部 農業振興課 13,548

アグリテック活用推進費（再掲） 農政部
農業振興課

畜産課
28,858

採卵養鶏・養豚ＩＣＴ化・販路開拓促進費（再掲） 農政部 畜産課 26,000

新規 農業水利施設ＤＸ推進費 農政部 農村振興課 10,000

スマート水産業推進費（再掲） 水産林政部
水産業振興課

水産業基盤整備課
7,114

県民参加型インフラ維持管理システム運用費
（再掲）

土木部 土木総務課 2,640

教育ＤＸ推進費（再掲） 教育庁
教職員課

高校教育課
30,613

特別な支援が必要な児童生徒へのＩＣＴ活用教
育推進費（再掲）

教育庁 特別支援教育課 1,750

文化財を活用した地域活性化推進費 教育庁 文化財課 5,000

新規 東北歴史博物館キャッシュレス推進費 教育庁 文化財課 5,400
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（３） デジタル化による働き方改革の推進

新規
拡充

主な
事業

事業等の名称 担当部局 担当課室 予算額 (千円)

● 働き方改革推進費 総務部 行政経営推進課 51,800

オフィス改革推進費 総務部 行政経営推進課 241,000

クラウドＰＢＸ導入実証費 総務部 行政経営推進課 2,000

ノーコードツール導入費 企画部 デジタルみやぎ推進課 1,426

新規 ● ＡＩ・ＲＰＡ推進費 企画部 デジタルみやぎ推進課 14,000

Ｗｅｂ会議システム環境整備費 企画部ほか
デジタルみやぎ推進課

ほか
125,165

電子県庁推進費 企画部 デジタルみやぎ推進課 264,690

自治体情報セキュリティ強化対策費 企画部 デジタルみやぎ推進課 100,358

● 庁内ＤＸ人材育成費 総務部ほか 人事課ほか 14,570

新規 ● 採点業務デジタル化推進費（再掲） 教育庁 高校教育課 40,500

61



７ 気候変動への対応

新規
拡充

主な
事業

事業等の名称 担当部局 担当課室 予算額 (千円)

新規 職員宿舎エアコン設置費 総務部 職員厚生課 12,912

新規 東京職員宿舎再整備費（再掲） 総務部 職員厚生課 3,099,000

新規 県庁舎等照明設備LED導入費 総務部 管財課 162,403

長沼ボート場施設整備費 企画部 スポーツ振興課 1,344

ライフル射撃場施設整備費 企画部 スポーツ振興課 16,887

２０５０ゼロカーボン推進費（再掲） 環境生活部 環境政策課 33,900

みやぎ環境税広報費（再掲） 環境生活部 環境政策課 4,898

みやぎ環境税市町村支援費（再掲） 環境生活部 環境政策課 320,099

児童・生徒のための環境教育推進費（再掲） 環境生活部 環境政策課 2,503

新規 県有施設脱炭素化推進費（再掲） 環境生活部 環境政策課 35,000

みやぎ二酸化炭素排出削減支援費（再掲） 環境生活部 環境政策課 306,000

みやぎ新エネルギー・環境関連産業振興支援
費（再掲）

環境生活部 環境政策課 29,526

自家消費型太陽光発電設備導入支援費（再掲） 環境生活部 環境政策課 220,000

スマートエネルギー住宅普及促進費（再掲） 環境生活部 再生可能エネルギー室 331,000

新規 再生可能エネルギー地域共生推進費（再掲） 環境生活部 再生可能エネルギー室 7,400

新規 再生可能エネルギー地域理解促進費（再掲） 環境生活部 再生可能エネルギー室 10,000

再生可能エネルギーを活用した地域づくり支援
費（再掲）

環境生活部 再生可能エネルギー室 14,300

Ｊ－クレジット導入費（再掲） 環境生活部 再生可能エネルギー室 886

水素エネルギー利活用推進費（再掲） 101,924

燃料電池自動車導入推進費（再掲） 環境生活部 再生可能エネルギー室 47,400

水素エネルギー利活用普及促進費（再掲） 環境生活部 再生可能エネルギー室 52,600

水素エネルギー産業創出費（再掲） 環境生活部 再生可能エネルギー室 1,000

ＦＣ産業用車両普及促進費（再掲） 環境生活部 再生可能エネルギー室 924

太陽光発電を活用したＥＶ利用モデル等導入促
進費（再掲）

環境生活部 再生可能エネルギー室 57,000

新規
拡充

主な
事業

事業等の名称 担当部局 担当課室 予算額 (千円)

新規 再エネ電力調達マッチング支援費（再掲） 環境生活部 再生可能エネルギー室 9,600

新規 太陽光発電導入推進のための広報費 環境生活部 再生可能エネルギー室 4,293

閉鎖性水域水質保全推進費 環境生活部 環境対策課 35,747

海岸漂着物等地域対策推進費（再掲） 環境生活部 循環型社会推進課 4,310

循環型社会形成推進費（再掲） 環境生活部 循環型社会推進課 16,600

みやぎの３Ｒ普及啓発費（再掲） 環境生活部 循環型社会推進課 12,000

みやぎ産業廃棄物３Ｒ等推進支援費（再掲） 環境生活部 循環型社会推進課 176,100

新規 資源循環利用促進費（再掲） 環境生活部 循環型社会推進課 3,300

児童養護施設整備支援費（再掲） 保健福祉部 子ども・家庭支援課 61,347

乳児院整備支援費（再掲） 保健福祉部 子ども・家庭支援課 12,844

県立児童福祉施設整備費 保健福祉部 子ども・家庭支援課 175,818

気候変動適応技術開発推進費（再掲） 農政部 農業振興課 23,024

田んぼダム普及拡大推進費（再掲） 農政部 農村振興課 5,000

防災重点ため池緊急対策費（公共事業）（再掲） 農政部 農村整備課 560,818

［債務負担行為］ [305,000]

気象災害対応型牧草栽培技術開発推進費 農政部 畜産課 834

海況変化対応推進費（再掲） 水産林政部 水産業振興課 4,403

漁船漁業復興推進費（再掲） 水産林政部 水産業振興課 310,000

持続可能なみやぎの漁場環境づくり推進費（再
掲）

水産林政部 水産業基盤整備課 19,230

養殖海水温上昇対策費（再掲） 水産林政部 水産業基盤整備課 3,396

温暖化防止間伐推進費（再掲） 水産林政部 森林整備課 65,126

再造林推進費（再掲） 水産林政部 森林整備課 122,639

海岸防災林普及啓発費（再掲） 水産林政部 森林整備課 5,736
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新規
拡充

主な
事業

事業等の名称 担当部局 担当課室 予算額 (千円)

新・災害に強い川づくり緊急対策費（公共事業）
（再掲）

567,000

大規模特定河川事業費（再掲） 土木部 河川課 157,500

［債務負担行為］ [150,000]

河川改良費（再掲） 土木部 河川課 409,500

［債務負担行為］ [200,000]

河川災害復旧助成費（再掲） 土木部 防災砂防課 544,425

再編統合施設整備費 教育庁 施設整備課 343,386

校舎等小規模改修費（高校） 教育庁 施設整備課 106,362

県立高等学校空調設備整備費 教育庁 施設整備課 108,992

新規 自然の家機能充実費 教育庁 生涯学習課 272,171
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８ 主な基金事業

（１） 富県宮城推進基金事業（主なもの）
新規
拡充

事業等の名称 担当部局 担当課室 予算額（千円）

富県宮城推進基金造成費 経済商工観光部 経済商工観光総務課 5,231,644

〔産業振興〕

１ 企業集積促進

新規 企業誘致活動強化費 経済商工観光部 産業立地推進課 35,000

新規 放射光関連企業立地促進奨励費 経済商工観光部 新産業振興課 21,000

みやぎ企業立地奨励費 経済商工観光部 産業立地推進課 3,089,000

情報通信関連企業立地促進奨励費 企画部 産業デジタル推進課 100,000

名古屋産業立地センター運営費 経済商工観光部 産業立地推進課 11,931

工場立地基盤整備貸付金 経済商工観光部 産業立地推進課 770,061

産業用地整備促進費 経済商工観光部 産業立地推進課 30,000

２ 技術高度化支援

産学官連携素材技術活用支援費 経済商工観光部 新産業振興課 10,000

富県宮城技術支援拠点整備費 経済商工観光部 新産業振興課 199,783

高度電子機械産業集積促進費 経済商工観光部 新産業振興課 69,033

（単位：千円）

基金充当額 備　　考

〔産業振興〕 6,553,116 

 1 企業集積促進 4,040,447 

 2 技術高度化支援 622,855 

 3 中小企業・小規模事業者活性化 552,555 

 4 人材育成促進 373,107 

 5 人材確保支援 207,518 

 6 地域産業振興促進 756,634 

〔災害対策〕 159,860 

 1 災害に対応する産業活動基盤の強化 50,147 

 2 防災体制の整備 109,713 

6,712,976 

区　　　　　分

合　　　　　　計　　

新規
拡充

事業等の名称 担当部局 担当課室 予算額（千円）

ものづくり中小企業“生産性向上実現”ＤＸ戦略
推進費

経済商工観光部 新産業振興課 62,800

新規 半導体人材育成・産学連携推進費 経済商工観光部 新産業振興課 49,300

新規参入・新産業創出等支援費 経済商工観光部 新産業振興課 68,678

拡充 放射光施設利用促進費 経済商工観光部 新産業振興課 70,000

地域企業競争力強化支援費 経済商工観光部 新産業振興課 12,270

自動車関連産業特別支援費 経済商工観光部 自動車産業振興室 25,844

自動車関連産業カーボンニュートラル化推進費 経済商工観光部 自動車産業振興室 49,983

３ 中小企業・小規模事業者活性化

起業家等育成支援費 経済商工観光部 新産業振興課 9,000

テック系スタートアップ企業成長支援費 経済商工観光部 新産業振興課 26,000

富県宮城資金円滑化支援費 経済商工観光部 商工金融課 17,000

県中小企業支援センター運営費 経済商工観光部 中小企業支援室 197,713

創業加速化支援費 経済商工観光部 中小企業支援室 68,073

みやぎ創業推進支援費 経済商工観光部 中小企業支援室 13,930

新事業創出支援費 経済商工観光部 中小企業支援室 20,000

生産現場改善強化支援費 経済商工観光部 中小企業支援室 44,200

取引拡大チャレンジ支援費 経済商工観光部 中小企業支援室 20,300

事業承継支援費 経済商工観光部 中小企業支援室 16,700

産業デジタル化支援費 企画部 産業デジタル推進課 30,003

中小企業等デジタル化支援費 経済商工観光部 中小企業支援室 236,700

新規 中小企業等共同化チャレンジ支援費 経済商工観光部 中小企業支援室 4,000

小規模事業者伴走型支援体制強化費 経済商工観光部 中小企業支援室 16,114

水産加工業企業力強化支援費 経済商工観光部 中小企業支援室 45,915

食品製造業経営力強化支援費 農政部 食産業振興課 27,875
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新規
拡充

事業等の名称 担当部局 担当課室 予算額（千円）

４ 人材育成促進

デジタルエンジニアリング高度化支援費 経済商工観光部 新産業振興課 28,817

デジタル人材採用・育成支援費 企画部 産業デジタル推進課 38,259

新規 専門教育次世代人財プロジェクト費 教育庁 高校教育課 3,031

５ 人材確保支援

新規 ものづくりカレッジプロジェクト推進費 経済商工観光部 富県宮城推進室 17,000

宮城県立地企業雇用確保支援対策費 経済商工観光部 産業立地推進課 693

新規 国外半導体人材生活支援費 経済商工観光部 半導体産業振興室 14,300

新規 みやぎで就活応援プロジェクト推進費 経済商工観光部 雇用対策課 29,675

宮城ＵＩＪターン助成費 経済商工観光部 雇用対策課 38,000

副業・兼業人材活用支援費 経済商工観光部 雇用対策課 40,100

新規
プロフェッショナル人材戦略拠点（半導体）運営
費

経済商工観光部 雇用対策課 4,500

外国人材マッチング支援費 経済商工観光部 国際政策課 21,602

拡充 日本語学校開設準備費 経済商工観光部 国際政策課 35,171

新規 現地人材サポート体制構築費 経済商工観光部 国際政策課 70,000

新規 外国人材受入体制モデル構築費 経済商工観光部 国際政策課 270,000

新規 外国人材現地ジョブフェア開催費 経済商工観光部 国際政策課 55,000

６ 地域産業振興促進

新規 再エネ電力調達マッチング支援費 環境生活部 再生可能エネルギー室 9,600

地域産業創出費 経済商工観光部 富県宮城推進室 25,452

みやぎＩＴ商品販売・導入促進費 企画部 産業デジタル推進課 17,278

先進的デジタル産業振興支援費 企画部 産業デジタル推進課 15,795

拡充 DX関連スタートアップ支援費 企画部 産業デジタル推進課 27,763

次世代自動車技術実証推進費 経済商工観光部 自動車産業振興室 21,000

ユニバーサルデザインタクシー普及促進費 経済商工観光部 自動車産業振興室 40,000

新規
拡充

事業等の名称 担当部局 担当課室 予算額（千円）

新規 空・陸次世代モビリティ体感事業費 経済商工観光部 自動車産業振興室 24,000

次世代型商店街形成支援費 経済商工観光部 商工金融課 14,500

商店街ＮＥＸＴリーダー創出費 経済商工観光部 商工金融課 8,300

地域の買い物機能強化支援費 経済商工観光部 商工金融課 6,050

観光地周遊促進費 経済商工観光部 観光政策課 24,000

外国人観光客誘致促進費 経済商工観光部 観光プロモーション推進室 47,554

新規 アンバサダーサミット開催費 経済商工観光部 観光政策課 30,000

東南アジア経済交流促進費 経済商工観光部 国際ビジネス推進室 12,985

ものづくり海外販路開拓支援費 経済商工観光部 国際ビジネス推進室 25,280

外資系企業誘致促進費 経済商工観光部 国際ビジネス推進室 24,121

県産食品海外ビジネスマッチング支援費 経済商工観光部 国際ビジネス推進室 16,532

拡充 県産品デジタルマーケティング推進費 農政部 食産業振興課 75,193

新世代アグリビジネス総合推進費 農政部 農業振興課 185,500

採卵養鶏・養豚ＩＣＴ化・販路開拓促進費 農政部 畜産課 26,000

陸上養殖経営体育成費 水産林政部 水産業基盤整備課 101,354

仙台空港６００万人・５万トン実現推進費 土木部 空港臨空地域課 20,525

航空路線誘致対策促進費 土木部 空港臨空地域課 100,000
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新規
拡充

事業等の名称 担当部局 担当課室 予算額（千円）

〔災害対策〕

１ 災害に対応する産業活動基盤の強化

防災・減災森林インフラ整備費（公共事業） 水産林政部 森林整備課 150,000

小学校スクールゾーン内ブロック塀等除却助成
費

土木部 建築宅地課 15,347

防災機能強化支援費 教育庁 施設整備課 19,000

２ 防災体制の整備

地域防災リーダー育成等推進費 復興・危機管理部 防災推進課 25,655

地域レジリエンス強化費 復興・危機管理部 復興支援・伝承課 25,420

中小企業防災意識向上支援費 復興・危機管理部 復興支援・伝承課 3,000

新規
中小企業等BCP・事業継続力強化計画実践支
援費

経済商工観光部 中小企業支援室 25,000

地域建設産業災害対応力強化支援費 土木部 事業管理課 30,000

防災ジュニアリーダー養成費 教育庁 保健体育安全課 1,800
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（２） 環境創造基金事業（主なもの）
新規
拡充

事業等の名称 担当部局 担当課室 予算額（千円）

環境創造基金造成費 環境生活部 環境政策課 1,788,721

視点１ 脱炭素社会の推進

２０５０ゼロカーボン推進費 環境生活部 環境政策課 33,900

みやぎ二酸化炭素排出削減支援費 環境生活部 環境政策課 306,000

スマートエネルギー住宅普及促進費 環境生活部 再生可能エネルギー室 331,000

新規 再生可能エネルギー地域理解促進費 環境生活部 再生可能エネルギー室 10,000

再生可能エネルギーを活用した地域づくり支援
費

環境生活部 再生可能エネルギー室 14,300

Ｊ－クレジット導入費 環境生活部 再生可能エネルギー室 886

燃料電池自動車導入推進費 環境生活部 再生可能エネルギー室 47,400

ＦＣ産業用車両普及促進費 環境生活部 再生可能エネルギー室 924

太陽光発電を活用したＥＶ利用モデル等導入促
進費

環境生活部 再生可能エネルギー室 57,000

みやぎ産業廃棄物３Ｒ等推進支援費 環境生活部 循環型社会推進課 176,100

みやぎの有機農業推進費 農政部 みやぎ米推進課 13,659

バイオ炭導入技術実証費 農政部 みやぎ米推進課 4,545

視点２ 森林の保全及び機能強化

授乳室設置促進費 保健福祉部 子育て社会推進課 42,612

温暖化防止間伐推進費 水産林政部 森林整備課 65,126

新規
拡充

事業等の名称 担当部局 担当課室 予算額（千円）

再造林推進費 水産林政部 森林整備課 122,639

マツ林景観保全費 水産林政部 森林整備課 28,566

ナラ林等保全対策費 水産林政部 森林整備課 18,923

海岸防災林普及啓発費 水産林政部 森林整備課 5,736

県産材利用サステナブル住宅普及促進費 水産林政部 林業振興課 270,283

ＣＬＴ活用建築物普及推進費 水産林政部 林業振興課 60,752

視点３ 気候変動の影響への適応

気候変動適応技術開発推進費 農政部 農業振興課 23,024

気象災害対応型牧草栽培技術開発推進費 農政部 畜産課 834

海況変化対応推進費 水産林政部 水産業振興課 4,403

養殖海水温上昇対策費 水産林政部 水産業基盤整備課 3,396

視点４ 生物多様性、自然・海洋環境の保全

湿地環境保全・利活用推進費 環境生活部 自然保護課 79,334

蒲生干潟自然再生推進費 環境生活部 自然保護課 207

野生鳥獣適正保護管理費 環境生活部 自然保護課 278,060

野生鳥獣適正管理費 環境生活部 自然保護課 46,224

狩猟者確保対策費 環境生活部 自然保護課 3,460

未来へつなぐ豊かな海づくり推進費 水産林政部 水産林業政策室 505

持続可能なみやぎの漁場環境づくり推進費 水産林政部 水産業基盤整備課 19,230

視点５ 地域循環共生圏形成のための人材の充
実

みやぎ環境税広報費 環境生活部 環境政策課 4,898

児童・生徒のための環境教育推進費 環境生活部 環境政策課 2,503

その他

みやぎ環境税市町村支援費 環境生活部 環境政策課 320,099

（単位：千円）

基金充当額 備　　考

視点１　脱炭素社会の推進 850,944 

視点２　森林の保全及び機能強化 609,280 

視点３　気候変動の影響への適応 50,712 

視点４　生物多様性，自然・海洋環境の保全 120,233 

視点５　地域循環共生圏形成のための人材の充実 12,338 

その他 320,099 

1,963,606 

区　　　　　分

合　　　　　　計　　
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（３） 東日本大震災復興基金事業（主なもの）
新規
拡充

事業等の名称 担当部局 担当課室 予算額（千円）

１ 被災者の生活支援

みやぎ地域復興支援費 復興・危機管理部 復興支援・伝承課 83,000

地域コミュニティ再生支援費 復興・危機管理部 復興支援・伝承課 176,000

被災沿岸部地域づくり支援費 企画部 地域振興課 6,000

サテライトオフィス等による沿岸地域復興活動
支援費

企画部 地域振興課 2,000

東日本大震災伝承推進費 復興・危機管理部 復興支援・伝承課 23,180

震災伝承連携促進費 復興・危機管理部 復興支援・伝承課 17,185

子ども・若者支援体制強化費 環境生活部 共同参画社会推進課 18,313

生活福祉資金貸付費（震災対応分） 保健福祉部 社会福祉課 7,897

待機児童解消推進費 保健福祉部 子育て社会推進課 240,412

私立小中学校授業料軽減特別支援費 総務部 私学・公益法人課 1,620

２ 教育支援

教育相談充実費 教育庁 義務教育課 278,757

私立高等学校生徒支援体制整備促進費 総務部 私学・公益法人課 30,000

新規 広域スポーツイベント支援費 企画部 スポーツ振興課 6,000

スポーツを通じた被災地交流・震災の記憶伝承
費

企画部 スポーツ振興課 5,100

新規
拡充

事業等の名称 担当部局 担当課室 予算額（千円）

３ 農林水産業支援

輸出基幹品目販路開拓費 経済商工観光部 国際ビジネス推進室 32,618

水産物販路開拓費 水産林政部 水産業振興課 70,000

漁船漁業復興推進費 水産林政部 水産業振興課 310,000

水産加工業連携活動促進費 水産林政部 水産業振興課 8,000

秋さけ来遊資源安定化推進費 水産林政部 水産業基盤整備課 55,000

海岸防災林管理費（公共事業等） 水産林政部 森林整備課 132,445

４ 商工業支援

復興企業相談助言費 経済商工観光部 企業復興支援室 46,465

被災中小企業者対策資金利子補給（震災対応
分）

経済商工観光部 商工金融課 42,000

信用保証協会経営基盤強化対策費（震災対応
分）

経済商工観光部 商工金融課 22,000

教育旅行誘致促進費 経済商工観光部 観光政策課 84,000

新規 ツーウェイ・ツーリズム推進費 経済商工観光部 観光政策課 6,000

（４） 地域整備推進基金事業（主なもの）
新規
拡充

事業等の名称 担当部局 担当課室 予算額（千円）

１ 防災体制の強化

震災伝承展示管理費 復興・危機管理部 復興支援・伝承課 38,672

東日本大震災伝承広域連携費 復興・危機管理部 復興支援・伝承課 2,500

首都圏復興フォーラム運営費 復興・危機管理部 復興支援・伝承課 1,765

　（単位：千円）

区　　　　　分 基金充当額 備　　考

1 被災者の生活支援 435,683 

2 教育支援 72,604 

3 農林水産業支援 460,418 

4 商工業支援 190,638 

合　　　　　計 1,159,343 

　（単位：千円）

区　　　　　分 基金充当額 備　　考

1 防災体制の強化 158,537 

2 被災者の生活支援 21,400 

3 農林水産業支援 177,109 

4 商工業支援 251,748 

5 その他 131,224 

合　　　　　計 740,018 
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新規
拡充

事業等の名称 担当部局 担当課室 予算額（千円）

東日本大震災被災地情報発信費 復興・危機管理部 復興支援・伝承課 26,700

交流人口拡大による被災地活性化推進費 復興・危機管理部 復興支援・伝承課 6,000

建設型応急住宅候補地調査費 復興・危機管理部 復興支援・伝承課 13,000

沿岸域景観再生復興費 土木部 河川課 8,537

３．１１伝承・減災プロジェクト推進費 土木部
防災砂防課
都市計画課

3,000

震災関連資料保存継承費 教育庁 生涯学習課 11,352

新規 大規模地震フォローアップ事業費 復興・危機管理部 防災推進課 37,400

２ 被災者の生活支援

地域コミュニティ活性化支援費 復興・危機管理部 復興支援・伝承課 21,400

３ 農林水産業支援

県産品風評対策強化費 農政部 食産業振興課 30,000

秋さけ来遊資源安定化推進費 水産林政部 水産業基盤整備課 55,000

陸上養殖技術開発費 水産林政部 水産業基盤整備課 22,000

磯焼け対策推進費 水産林政部 水産業基盤整備課 4,100

漁場環境対策費 水産林政部 水産業基盤整備課 48,000

海岸防災林管理費（公共事業等） 水産林政部 森林整備課 132,445

４ 商工業支援

宮城オルレ推進費 経済商工観光部 観光プロモーション推進室 54,200

観光誘客推進費 経済商工観光部 観光プロモーション推進室 85,739

外国人観光客誘致促進費 経済商工観光部 観光プロモーション推進室 47,554

みやぎ観光デジタルプロモーション費 経済商工観光部 観光プロモーション推進室 47,000

新規 多賀城創建1300年記念イベント支援費 経済商工観光部 観光政策課 60,000

５ その他

仙台空港地域連携・活性化推進費 土木部 空港臨空地域課 23,000

航空機騒音対策強化費 環境生活部 環境対策課 9,684

福島第一原子力発電所事故損害賠償請求支援
費

復興・危機管理部 原子力安全対策課 1,127

処理水対策費 復興・危機管理部 原子力安全対策課 3,500
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1 予算議案（15件）

番号 名称

1 令和６年度宮城県一般会計予算

2 令和６年度宮城県公債費特別会計予算

3 令和６年度宮城県母子父子寡婦福祉資金特別会計予算

4 令和６年度宮城県国民健康保険特別会計予算

5 令和６年度宮城県中小企業高度化資金特別会計予算

6 令和６年度宮城県農業改良資金特別会計予算

7 令和６年度宮城県沿岸漁業改善資金特別会計予算

8 令和６年度宮城県林業・木材産業改善資金特別会計予算

9 令和６年度宮城県県有林特別会計予算

10 令和６年度宮城県土地取得特別会計予算

11 令和６年度宮城県港湾整備事業特別会計予算

12 令和６年度宮城県水道用水供給事業会計予算

13 令和６年度宮城県工業用水道事業会計予算

14 令和６年度宮城県地域整備事業会計予算

15 令和６年度宮城県流域下水道事業会計予算
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２ 予算外議案（30件）

（１） 条例議案（24件）

番号 名称 概要

16
困難な問題を抱える女性への支援に関する法律の
施行に伴う関係条例の整備等に関する条例

困難な問題を抱える女性への支援に関する法律の施行に伴い、所要の改正を行おうと
するもの

施行 令和６年４月１日
所管 人事課、子ども・家庭支援課

１ 女性自立支援施設に関する規定の整備
２ 引用法令の名称変更、文言の整理及び引用条項の移動

17 職員定数条例の一部を改正する条例

職員の定数を改定しようとするもの

施行 令和６年４月１日
所管 人事課

１ 警察職員定数の改定
２ 学校職員及び県費負担教職員定数の改定

18 職員の給与に関する条例の一部を改正する条例

組織改編に伴い、所要の改正を行おうとするもの

施行 令和６年４月１日
所管 人事課

級別標準職務表のうち、医療職給料表（三）に警察の職務を追加する改正
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番号 名称 概要

19
職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正す
る条例

引用法律の改正等に伴い、所要の改正を行おうとするもの

施行 令和６年４月１日等
所管 人事課

１ 困難な問題を抱える女性への支援に関する法律の施行に伴う引用法律の名称変更、
文言の整理及び引用条項の移動

２ 宮城県高等看護学校の閉校に伴う関係規定の削除
３ 動植物等取扱手当の支給対象所属の追加
４ 防疫等作業手当における一部業務の支給額の引上げ
５ 警ら手当の支給対象業務の整理及び追加
６ 犯罪被害者等支援業務手当の支給額の引上げ
７ 死体処理手当における特例規定の削除

20
知事等の損害賠償責任の一部免責に関する条例の
一部を改正する条例

地方自治法の改正に伴い、所要の改正を行おうとするもの

施行 令和６年４月１日
所管 行政管理室

引用条項の移動

21 手数料条例等の一部を改正する条例

手数料の納入方法について、所要の改正を行おうとするもの

施行 公布の日等
所管 財政課

キャッシュレス決済での手数料納入を可能にする規定を追加
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番号 名称 概要

22 手数料条例の一部を改正する条例

各種手数料の新設等、所要の改正を行おうとするもの

施行 令和６年４月１日等
所管 財政課

１ 危険物取扱者試験、危険物取扱者保安講習及び消防設備士試験に係る手数料の
改定

２ 高圧ガス保安法に基づく高圧ガス製造許可申請手数料の改定
３ 厚生労働大臣が定める介護支援専門員等に係る研修の基準の改正に伴う介護支

援専門員更新研修の受講科目の変更
４ 廃止した宮城県高等看護学校等に係る成績証明書等の交付手数料の新設

（400円／件）

23 県庁舎等整備基金条例の一部を改正する条例

基金の設置目的の追加のため、所要の改正を行おうとするもの

施行 令和６年４月１日
所管 管財課

１ 条例名を公共施設等整備基金条例に変更
２ 基金の設置目的に「県が設立した地方独立行政法人が行う施設・備品の整備等」を

追加

24
行政手続における特定の個人を識別するための番
号の利用等に関する法律施行条例の一部を改正す
る条例

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の改正に
伴い、所要の改正を行おうとするもの

施行 公布の日等
所管 デジタルみやぎ推進課

１ 県が執行機関間で特定個人情報を提供できる事務の追加
→１事務（外国人に対する生活保護に係る事務）

２ 県が執行機関内で特定個人情報を利用できる場合の拡充
３ 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の改

正に伴う規定の整理

73



番号 名称 概要

25 県民会館条例の一部を改正する条例

駐車場使用料の上限額を改定する等、所要の改正を行おうとするもの

施行 令和６年４月１日
所管 消費生活・文化課

１ 駐車場の時間当たり使用料の上限額を改定（200円／30分）
２ 使用時間の制限の廃止

26
みやぎハートフルセンター条例の一部を改正する条
例

会議室使用料の上限額を改定する等、所要の改正を行おうとするもの

施行 令和６年４月１日
所管 社会福祉課

１ 会議室使用料の上限額の改定
２ 使用料を徴収する時間区分の見直し

27
特定地域看護師確保対策修学資金貸付条例の一
部を改正する条例

修学資金の貸付業務に関し、所要の改正を行おうとするもの

施行 令和６年４月１日
所管 医療人材対策室

貸付対象者の範囲の見直し

28 介護研修センター条例の一部を改正する条例

介護研修センターの移転に伴い、所要の改正を行おうとするもの

施行 令和６年４月１日
所管 長寿社会政策課

１ 介護研修センターの位置の変更（大崎市 → 黒川郡大和町）
２ 研修室の貸出しに関する規定の整備
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番号 名称 概要

29
子育て支援対策臨時特例基金条例の一部を改正す
る条例

保育所の整備の促進その他子育てを支援する事業を継続するため、失効期日を延長
しようとするもの

施行 令和６年４月１日
所管 子育て社会推進課

失効期日を令和７年６月３０日（改正前令和６年６月３０日）まで延長

30
児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定め
る条例の一部を改正する条例

児童福祉法等の改正に伴い、所要の改正を行おうとするもの

施行 令和６年４月１日
所管 子ども・家庭支援課

１ 里親支援センターの設備及び運営に関する基準の新設
２ 文言の整理

31 家畜伝染病予防法施行条例の一部を改正する条例

牛、めん羊又は山羊の伝達性海綿状脳症検査手数料を改定しようとするもの

施行 令和６年４月１日
所管 家畜防疫対策室

手数料の改定 7,400円 → 18,000円

32 漁港管理条例の一部を改正する条例

農林水産大臣の定める模範漁港管理規程例に準じ、所要の改正を行おうとするもの

施行 令和６年４月１日
所管 水産業基盤整備課

１ 占用料を徴収できる者として漁港施設等活用事業を行う者を追加
２ 文言の整理及び引用条項の移動
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番号 名称 概要

33 公共用財産管理条例の一部を改正する条例

漁港漁場整備法の改正に伴い、規定の整理を行おうとするもの

施行 令和６年４月１日
所管 用地課

引用法令の名称変更

34 流水占用料等条例の一部を改正する条例

占用料等の減免規定を新設しようとするもの

施行 令和６年４月１日
所管 河川課

自然災害その他のやむを得ない理由により知事が特に必要と認める場合について、占
用料等を減免する規定を新設

35 入港料条例の一部を改正する条例

ポートラジオの導入に伴い、入港料の改定等、所要の改正を行おうとするもの

施行 公布の日から２年を超えない範囲内において規則で定める日
所管 港湾課

１ 仙台港区の入港料の改定
２ 規定の整備
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番号 名称 概要

36 建築基準条例の一部を改正する条例

建築基準法の改正等に伴い、所要の改正を行おうとするもの

施行 令和６年４月１日等
所管 建築宅地課

１ 大規模修繕等を行う場合について、接道義務の緩和に係る特例認定の申請手数料
の新設 （27,000円/件）

２ 大規模修繕等を行う場合について、道路内建築制限の緩和に係る特例認定の申請
手数料の新設 （27,000円/件）

３ 建築副主事制度の創設に伴う規定の整備
４ 東日本大震災の被災者が行う建築確認申請等の手数料の減免措置期間を延長

（現行）令和６年３月３１日まで → （延長後）令和７年３月３１日まで

37 県営住宅条例の一部を改正する条例

困難な問題を抱える女性への支援に関する法律の施行等に伴い、所要の改正を行お
うとするもの

施行 令和６年４月１日
所管 住宅課

１ 文言の整理及び引用条項の移動
２ 入居者の資格に関する特例の対象の拡大

38 公安委員会関係手数料条例の一部を改正する条例

各種手数料の改定等、所要の改正を行おうとするもの

施行 令和６年４月１日
所管 警察本部

１ 猟銃の操作及び射撃の技能に関する講習の手数料の改定
２ 警備業等の認定証等に係る手数料の廃止

39 衛生技術者養成施設条例を廃止する条例

宮城県高等看護学校の閉校に伴い、条例を廃止しようとするもの

施行 令和６年４月１日
所管 医療人材対策室
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（２） 条例外議案（6件）

番号 名称 概要

40 多文化共生社会推進計画の策定について

宮城県多文化共生社会推進計画を策定することについて、多文化共生社会の形成の
推進に関する条例の定めるところにより、議会の議決を受けようとするもの

所管 国際政策課

○計画の内容
１ 計画策定の考え方
２ 基本理念と基本方針
３ これまでの取組及び外国人県民を取り巻く現状・課題
４ 施策の柱と事業の取組方針
５ 計画推進のために

41
県行政に係る基本的な計画の変更について（第２期宮
城県教育振興基本計画）

第２期宮城県教育振興基本計画を変更することについて、宮城県行政に係る基本的な
計画を議会の議決事件として定める条例の定めるところにより、議会の議決を受けよう
とするもの

所管 教育企画室

１ 計画期間の２年延長
２ 新学習指導要領の実施、教育機会確保法に基づく児童生徒への支援、教育DXの

推進などの状況変化等を踏まえた内容の見直し

42 包括外部監査契約の締結について

包括外部監査契約を締結することについて、地方自治法の定めるところにより、議会の
議決を受けようとするもの

所管 行政経営推進課

１ 契約の始期
令和６年４月８日

２ 契約の金額
13,200,000円を上限とする額

３ 契約の相手方
上野 陽一（公認会計士）
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番号 名称 概要

43 一級河川の指定について

河川法の定めるところにより、一級河川の指定について国土交通大臣から意見を求め
られたのに対し、異議がない旨の意見を述べようとするもの

所管 河川課

○鳴瀬川水系

区分 名称 区　　  　　　　　　　間

小黒沢川 上流端　左岸　宮城県加美郡加美町宮崎字寒風澤岳１番ノ１
                寒風沢岳国有林２１７林班ほ１小班地先
　　　　　 右岸　同町宮崎字寒風澤岳１番ノ１寒風沢岳国有林
                ２１７林班ち２小班地先
下流端　筒砂子川への合流点

石倉沢川 上流端　左岸　宮城県加美郡加美町字漆澤嶽山１番漆沢岳山
　　　　　　　　国有林２１６林班る１小班地先
　　　　　 右岸　同町宮崎字寒風澤岳１番ノ１寒風沢岳国有林
                ２１７林班ほ２小班地先
下流端　小黒沢川への合流点

ワケマイ沢川 上流端　左岸　宮城県加美郡加美町宮崎字寒風澤岳１番ノ１
                寒風沢岳国有林２１８林班ち小班地先
　　　　　 右岸　同町宮崎字寒風澤岳１番ノ１寒風沢岳国有林
                ２１８林班ろ７小班地先
下流端　筒砂子川への合流点

沼川 上流端　左岸　宮城県加美郡加美町字漆澤嶽山１番漆沢岳山
　　　　　　　　国有林２２４林班へ小班地先
　　　　　 右岸　同町字漆澤嶽山１番漆沢岳山国有林２２３林班
　　　　　　　　と小班地先
下流端　筒砂子川への合流点

指定
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44
公立大学法人宮城大学が定めた業務に関して徴収す
る料金の上限の変更の認可について

公立大学法人宮城大学が定めた業務に関して徴収する料金の上限の変更を認可する
ことについて、地方独立行政法人法の定めるところにより、議会の議決を受けようとす
るもの

所管 私学・公益法人課

○主な内容
専門研修受講料の上限の変更の認可

45 令和６年度市町村受益負担金について

令和６年度の農業農村整備事業（国営）に係る関係市町村の受益負担金について、土
地改良法の定めるところにより、議会の議決を受けようとするもの

所管 農村振興課
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